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第１章 後志広域連合の概要 

 
第１節 広域連合の沿革 

１ 後志広域連合圏域の概要 
 
後志広域連合は、北海道の南西部に位置する後志管内 20 市町村のうち、16 町村（以

下「関係町村」という。）により構成し、圏域の総面積は 3,755 平方キロメートルを有し、
人口規模は 57,812 人（Ｈ27 国勢調査）を擁しています。 
圏域は、日本海沿岸部から山間部に及ぶ多様な地勢を有し、蝦夷富士「羊蹄山」を中心

とする羊蹄エリアは支笏洞爺国立公園に含まれ、ニセコ山系、積丹半島はニセコ積丹小
樽海岸国定公園に含まれるなど、様々な要素が織りなす風光明媚な景観と四季折々の豊
かな自然にあふれています。 
また、次世代へ引き継ぎたい北海道の豊か
な自然、人々の歴史、産業などを指定する北
海道遺産として、「積丹半島と神威岬」、「京
極のふきだし湧水」、「スキーとニセコ連
峰」、「北限のブナ林」が指定されています。 
これらの自然環境、歴史、文化は、圏域の

特色ある産業の基盤となっています。 
沿岸部では、漁業を中心に、古くはニシン

漁で栄え、その後、漁船漁業を主体に発展
し、近年はするめいか、ほっけ、なまこなど
が漁業生産額の上位となっています。 
また、安定した資源の造成を図る栽培漁業の確立に取り組んでいます。 
内陸部では、恵まれた気候や土地等の自然条件のもと、農業が営まれ、水稲、畑作物果

樹、畜産など幅広い生産活動が行われています。 
さらに、圏域全体が優れた景観や多くの温泉地、豊かな食材、アウトドアスポーツの拠

点など多彩な観光資源に恵まれ、道内有数の観光エリアとして発展しており、近年は国
際的リゾート地として、海外からも多くの観光客が来訪しています。 
一方で、少子・高齢社会の進行、高度情報化、国際化の進展や現在進められている北海

道新幹線、高速道など高速交通の整備により、生活圏や経済圏の一層の拡大が見込まれ
るなど、取り巻く環境は大きく変化しており、今後も広域的な視点に立った取組が求め
られています。 
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関係町村の概要（16町村） 

町村名 
国勢調査人口（人） 

面積（㎢） 
H27 H22 比較 

島 牧 村  1,499 1,781 △282 437.18 
黒松内町  3,082 3,250 △168 345.65 
蘭 越 町  4,843 5,292 △449 449.78 
ニセコ町  4,958 4,823 135 197.13 
真 狩 村  2,103 2,189 △86 114.25 
留寿都村  1,907 2,034 △127 119.84 
喜茂別町  2,294 2,490 △196 189.41 
京 極 町  3,187 3,811 △624 231.49 
倶知安町  15,018 15,568 △550 261.34 
共 和 町  6,224 6,428 △204 304.92 
泊 村 1,771 1,883 △112 82.27 
神恵内村  1,004 1,122 △118 147.79 
積 丹 町  2,115 2,516 △401 238.13 
古 平 町  3,188 3,611 △423 188.36 
仁 木 町  3,498 3,800 △302 167.96 
赤井川村  1,121 1,262 △141 280.09 

計 57,812 61,860 △4,048 3755.59 
面積は令和２年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院） 

 
２ 広域連合の沿革 

 
後志管内では、平成の大合併での町村合併は行われませんでした。一方で、国の三位一

体改革（補助金削減、税源移譲、交付税制度改革）、道州制議論（中央集権体制から地方
自立体制）、事務権限の移譲等に対応していくため、広域化などにより町村の財政力、行
政力を高める必要が求められたことから、後志町村長会議で後志町村の今後のあり方に
ついて検討を進め、平成 17 年 11 月に後志管内 19 町村の区域を一つとして広域連合の
仕組みを基本とした広域連携で、効率的・効果的な広域行政を推進することとする「後志
グランドデザイン」が策定され、平成 18 年 1 月に広域連合準備委員会を設置し、準備作
業を進めました。 
準備作業の中で 3 町が参加しないこととなり、平成 19 年 2 月に 16 町村による広域連

合設立の確認がなされ、関係町村議会の議決を経て平成 19 年 4 月 24 日に「後志広域連
合」が設立しました。 
本広域連合が処理する事務は、設立時に「町村税及び個人道民税の滞納整理に関する

事務」、「国民健康保険事業に関する事務」、「介護保険事業に関する事務」と定めました
が、当初は「町村税及び個人道民税の滞納整理に関する事務」のみでスタートし、平成
21 年 4 月に「国民健康保険事業に関する事務」、「介護保険事業に関する事務」を開始し
ました。さらに、平成 28 年 4 月からの「行政不服審査会に関する事務」の取組に伴い、
第 2 次広域計画を変更し、現在に至っています。 
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第２節 広域連合と関係町村の業務 

１ 広域連合及び関係町村との業務分担 
 
本広域連合と関係町村の業務分担については、下記のとおりです。 
 

  広域連合が行う主な業務 関係町村が行う主な業務 
資格管理 ・被保険者のデータ管理 

・被保険者証の発行、交付 
・資格異動等の窓口業務 
・被保険者証の再交付受付 

介護認定 ・認定審査結果通知 
・認定審査結果の管理 

・申請交付 
・介護認定調査・１次判定 

給付管理 ・介護・予防給付 
・現物または現金給付 
・負担限度額認定等 
・負担割合証の発行 

・申請受付 

指定地域密着型
サービス事業者 

・指定地域密着型（介護予防）
サービス事業者の指定申請
の受理、審査、決定等 

― 

指定介護予防 
支援事業者 

・指定介護予防支援事業者の指
定申請の受理、審査、決定等 

― 

介護保険事業 
状況報告 

・事業状況報告作成 ・データ提供 

地域支援事業 ・関係町村への委託 ・介護予防・日常生活支援総合事業
の実施 

・包括的支援事業・任意事業の実施 
地域包括支援 
センター 

・地域包括支援センター設置届
の受理、審査 

・地域包括支援センター運営協
議会設置、運営 

・地域包括支援センターの設置、 
運営 

介護保険事業 
計画 

・介護保険事業計画の策定 ・高齢者保健福祉計画の策定 

保険料の賦課 
及び徴収 

・賦課、納入通知書等の発行 
・保険料の徴収 

・所得情報等の提供 
・徴収協力 

財政運営 ・介護保険事業特別会計の設置、
運営 

・介護保険基金の管理 

・負担金の納付 
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２ 地域包括支援センターの設置 
 

本広域連合では、関係町村を単位として日常生活圏域を設定し、次の表のとおり各関
係町村に 1 か所ずつ設置しています。 
運営については、関係町村へ委託していますが、設置主体として運営について適切に

関与し、包括的支援事業に対する実施方針を示すなど、関係町村の取組について情報交
換等の機会を通じて各センターが抱えている課題の解決に積極的に取り組んでいくこと
が必要です。 
地域支援事業については、介護予防のための地域での効果的、効率的な事業の展開を

図るため関係町村へ事業を委託して実施しています。本広域連合圏域の高齢者の生活環
境や地域ごとに異なるサービスの内容や量などの実情を把握し、高齢者の健康づくりの
ために積極的に関わりをもって支援することが必要です。 

 
関係町村地域包括支援センター設置状況 

町村名 地域包括支援センター名 運営主体 

島牧村 島牧村地域包括支援センター （福）徳美会 

黒松内町 黒松内町地域包括支援センター （福）黒松内町社会福祉協議会 

蘭越町 蘭越町地域包括支援センター 蘭越町 

ニセコ町 ニセコ町地域包括支援センター ニセコ町 

真狩村 真狩村地域包括支援センター （福）北海道福心会 

留寿都村 留寿都村地域包括支援センター 留寿都村 

喜茂別町 喜茂別町地域包括支援センター 喜茂別町 

京極町 京極町地域包括支援センター （福）京極町社会福祉協議会 

倶知安町 倶知安町地域包括支援センター 倶知安町 

共和町 共和町地域包括支援センター 共和町 

泊村 泊村地域包括支援センター 泊村 

神恵内村 神恵内村地域包括支援センター 医療法人社団桜愛会 

積丹町 積丹町地域包括支援センター 積丹町 

古平町 古平町地域包括支援センター 古平町 

仁木町 仁木町地域包括支援センター 仁木町 

赤井川村 赤井川村地域包括支援センター 医療法人社団白樺会 
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第２章 計画策定の基本方針 

 
第１節 計画策定の趣旨・目的 

団塊の世代が後期高齢者となる 2025 年（令和 7 年）に向け「地域包括ケアシステム」
の構築が求められています。 
地域包括ケアシステムの考え方は、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日

常生活ができるよう、地域の包括的な支援・サービス提供体制を構築しようとするもの
です。 
当連合では、地域包括ケアシステムの構築に向け、第 7 期介護保険事業計画において、

地域包括ケアシステム構築の実現に向けて介護保険法に基づく「介護保険事業に係る保
険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針」における基本的理念等を踏まえ、
地域包括支援センターを委託する関係町村との密接な連携、業務分担により計画を推進
してきました。一方、高齢者の人口推計を行ったところ、高齢者の人口は、2020 年（令
和 2 年）を境に年々減少という推計結果となっています。 
また、関係町村においては医療・介護資源の質的・量的確保や高齢者の自立支援・介護

予防の推進体制の整備等に課題を有しており、地域包括ケアシステムの構築に向けた広
域連合と関係町村の役割分担をより明確にするとともに、関係町村が円滑かつ効果的に
事業を推進するために、広域連合の役割がますます重要になります。 
第 8 期（令和 3 年度～5 年度）においては、第 7 期計画での目標や具体的な施策を踏

まえ、2025 年を目指した地域包括ケアシステムの整備、更に現役世代が急減する 2040
年の双方を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的に見据えることにつ
いて第 8 期計画に位置付けることが求められています。 
このため、第 7 期計画における基本理念を踏襲しつつ、今後の高齢者を取り巻く環境

の変化や地域包括ケアシステム構築に向けた関係町村の医療・介護資源の状況や課題等
に対し、本連合が目指すべき基本的な政策目標を定め、具体的に取り組むべき施策を明
らかにすることを目的に「第 8 期後志広域連合介護保険事業計画」を策定することとし
ます。 

地域包括ケアシステムのイメージ図 
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地域包括ケアシステムの構築に向けた 5つの基本的理念 
基本的理念１ 自立支援、介護予防・重度化防止の推進  

地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等の予防、軽減・悪化防止のため、地域
の実情に応じて以下の取組を行い、要介護状態等になっても、生きがいを持って生活できる地
域の実現を目指す。 
・住民や事業者など地域全体への自立支援・介護予防に関する普及啓発 
・介護予防の通いの場の充実 
・リハビリテーション専門職種との連携 
・地域ケア会議の多職種連携による取組 
・地域包括支援センターの強化等 
 

基本的理念２  介護給付等対象サービスの充実・強化  

高齢者が要介護状態等になっても、可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、重度の要
介護者、単身・夫婦のみの高齢者世帯及び認知症高齢者の増加や在宅介護をしている家族等の
就労継続や負担軽減の必要性等を踏まえ、指定地域密着型サービス等のサービス提供や在宅と
施設の連携等、地域における継続的な支援体制の整備を図る。 

 
基本的理念３  在宅医療の充実及び在宅医療・介護連携を図るための体制の整備  

今後、増加が予想される医療ニーズと介護ニーズを併せ持つ慢性疾患や認知症等の高齢者の
増加が予想されますが、それらの高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活できるよう、退院
支援、療養支援、急変時の対応、看取り等のさまざまな局面で、在宅での医療・介護が提供で
きる関係者の連携を推進する体制を整備する。 

 
基本的理念４  日常生活を支援する体制の整備  

単身・夫婦のみの高齢者世帯、認知症高齢者の増加に対応し、日常生活上の支援が必要な高
齢者が、地域で安心して在宅生活を継続していくうえで、必要となる見守り・安否確認、外出
支援、家事支援（買い物・調理・掃除）、地域サロン開催等の多様な生活支援等サービスを整備
する。そのため、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）や協議体による地域のニ
ーズや資源の把握、関係者のネットワーク化、担い手の養成、資源の創出等を通じ、ボランテ
ィア、社会福祉法人等の生活支援・介護予防サービスを担う事業主体の支援・協働体制の充実・
強化を図る。 

 
基本的理念５  高齢者の住まいの安定的な確保 

地域において、それぞれの生活のニーズにあった「住まい」が提供され、その中で生活支援
サービスを利用しながら個人の尊厳が確保された生活が実現されることが重要です。そのた
め、持家や賃貸住宅に加えて、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅等の高齢者向け
住まいが、地域におけるニーズに応じて適切に供給される環境を確保する。 
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第２節 計画の位置付け・期間、策定体制 

１ 法令の根拠 
 
介護保険事業計画は、介護保険法第 117 条に基づき、介護保険サービスの基盤整備、

サービス量の見込みや確保、地域支援事業の円滑な実施に関する事項を定めるものです。 
 

２ 計画の期間 
 
本計画は、令和 7 年（2025 年）の高齢者介護の姿を念頭に置きながら、第 8 期計画を

令和 3 年度から令和 5 年度までの 3 ヵ年を対象として策定するものです。 
 

 
３ 計画の策定体制 

 
本計画策定については、関係町村の介護保険担当者、介護サービス提供事業者で構成

する「後志広域連合介護保険事業計画策定委員会」及び「後志広域連合介護保険事業計画
検証委員会」において行いました。 
また、住民の意向を把握するため「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」、「在宅介護実

態調査」及び、計画素案に関して「パブリックコメント」を実施し、計画に反映させまし
た。 

 
 

 
  

地域包括ケア計画 

本計画 

第９期 

R6～8 
 

令和 7(2025)年 

団塊の世代が 75 歳に 

平成 27(2015)年 

団塊の世代が 65 歳に 

地域包括ケアシステムを 

構築するための 

点検・評価・改善の計画 

令和 22(2040)年 

団塊ジュニア世代が 

65 歳以上 

・・・・・ 

2025 年 

地域包括 

ケアシステム 

構築目標年度 

地域の実情に 

合わせ 

深化・推進 
地域包括ケアシステムを段階的に構築 

第８期 

R3～5 
 

 

 

第７期 

H30～32 
 

 

第６期 
H27～29 

2025 年(令和 7 年)を見据えて 

・・・ 
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第３節 計画の策定方針 

本計画では、介護保険法に基づく「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保
するための基本的な指針」における地域包括ケアシステムの基本的理念や第 8 期計画に
おける国や北海道の基本指針を踏まえつつ、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活が
送れる社会を目指して、関係町村との連携の元、介護保険事業の推進に取り組みます。 
当広域連合は、関係町村それぞれにおける地域包括ケアシステム構築に向けた、町村

の地域特性や医療・介護資源の状況などを踏まえた目標や方向性の設定やそれらに基づ
く具体的な事業を推進するための支援を行い、安定した介護保険事業運営を図るための
介護給付の適正化等を図ります。 

 
【国が示した第 8期で記載すべき事項（案）】※令和 2年 7月 27日に示されたもの 
① 2025・2040 年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

2025・2040 年を見据え、推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえる 

② 地域共生社会の実現 
地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載 

③ 介護予防・健康づくり施策の充実・推進 
一般介護予防事業の｢PDCA サイクルに沿った推進｣､｢専門職の関与｣｢他の事業との連携｣に 
ついて記載 
高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施について記載 
自立支援、介護予防・重度化防止に向け、就労的活動等について記載 
総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を策定 
保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載 
在宅医療・介護連携に関し、看取りや認知症への対応強化等を踏まえる 
要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標について、国で示す指標を参考に記載 
PDCA サイクルに沿った推進にあたり、データの利活用、そのための環境整備について記載 

④ 有料老人ホームとサ高住に係る道・市町村間の情報連携の強化 
住宅型有料老人ホーム及びサ高住の設置状況を記載 
整備に当たっては、有料老人ホーム及びサ高住の設置状況を踏まえ策定 

⑤ 認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 
「共生」と「予防」を車の両輪とした認知症施策の推進について 5 つの柱に基づき記載。 
教育等他の分野との連携に関する事項について記載 

⑥ 地域包括ケアシステムを支える介護人材の確保及び業務の効率化の取組の強化 
介護職員、専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記載 
介護現場革新の具体的な方策を記載（ロボット・ICT 活用、業務改善など） 
担い手確保に関する取組例として有償ボランティア等について記載 
要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載 
文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載 

⑦ 災害や感染症対策に係る体制整備 
近年の災害発生状況や新型コロナウィルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備えの重要性 
について記載 
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【北海道が示した第 8期で記載すべき事項（案）】※令和 2年 8月 28日に示されたもの 
①市町村は、老人福祉法及び国が作成した「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保
するための基本的な指針」に示された基本的事項、基本的記載事項及び任意記載事項に留意
しながら計画を策定する。また、国の指針で新たに追加された次の事項については、十分な
検討を行うよう努めること。 

 
 
1 市町村計画の基本的記載事項 
（1）各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

サービスの量の見込みを定める際には、サービス利用に伴う地域間の移動や住民が必要と
するサービスの在り方も含めた地域特性や道の高齢者保健福祉圏域内の広域調整の状況を勘
案すること。 

 
2 市町村計画の任意記載事項 
（1）地域包括ケアシステム構築のため重点的に取り組むことが必要な事項 
ア 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 
高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を行うため、市町村は介護予防を進め

るに当たり、国民健康保険担当部局や後期高齢者医療広域連合等と連携して高齢者保健事業と
一体的に実施するよう努めること。 

 
（2）地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及

び質の向上に資する事業に関する事項 
市町村は、2025 年及び 2040 年を見据えて、第 8 期に必要となるサービスの種類ごとの量

の見込み等を定めるとともに、それらを基にサービスを提供するために必要となる介護人材
の数等を推計すること。 
また、サービスごと、職種ごとの人手不足等の状況も踏まえ、介護職に限らず介護分野で

働く人材の確保・育成を行うことで、介護現場全体の人手不足対策を進めるため、国や道と
連携し、処遇改善、新規参入や多様な人材の活用促進、介護の仕事の魅力向上、職場環境改善
等のための方策を定めること。 

 
（3）認知症施策の推進 

  市町村は、認知症施策推進大綱に基づき、認知症の人ができる限り地域のよりよい環境で自
分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、認知症施策に取り組むため、市町村
介護保険事業計画に、認知症の人を地域で支えるために必要な早期診断等を行う医療機関、介
護サービス、見守り等の生活支援サービス等の状況を示すとともに、各年度における具体的な
取組内容を定めること。 
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（4）特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢
者向け住宅の入居定員総数 
特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサービス付き高齢

者向け住宅の入居定員総数を記載するよう努めること。 
  なお、このことは特定施設入居者生活介護の指定を受けていない有料老人ホーム及びサ
ービス付き高齢者向け住宅を総量規制の対象とするものではないことに留意すること。 

 
（5）災害に対する備えの検討 

  介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等における食料等の物
資の備蓄・調達状況の確認を行うこと。また、介護事業所等で策定している災害に関する具体
的計画を定期的に確認するとともに、災害の種類別に避難に要する時間や避難経路等の確認
を促すこと。 

 
（6）感染症に対する備えの検討 

介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染症拡大防止の周知啓発、感染症発生時に備えた平
時からの事前準備、感染症発生時の代替サービスの確保に向けた連携体制の構築等を行うこ
と。また、介護事業所等が感染症発生時においてもサービスを継続するための備えが講じられ
ているかを定期的に確認するとともに、介護事業所等の職員が感染症に対する理解や知見を
有した上で業務に当たることができるよう、感染症に対する研修の充実等を図ること。 
さらに、介護事業所等における、適切な感染防護具、消毒液その他の感染症対策に必要な物

資の備蓄・調達・輸送体制を整備すること。 
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第３章 高齢者の状況 

 
第１節 高齢者人口等の状況 

１ 広域連合全体 

（1）総人口と高齢者人口の推移 
 

平成 21 年度以降の総人口は、減少傾向にあり、令和 2 年度には 55,378 人となり、平
成 21 年度と比較すると 7,228 人減少しています。 
年齢別にみると、40 歳未満と 40～64 歳は減少傾向、65～74 歳と 75 歳以上は横ばい

となっています。 
 

総人口の推移【基準日：各年 10月 1日】 

 
 
 

  

23,292 22,947 22,498 22,004 21,367 20,855 19,414 19,992 19,796 19,505 19,090 18,764 

21,060 20,908 20,853 20,542 20,290 19,888 19,780 19,186 18,887 18,769 18,456 18,146 

8,425 8,147 7,914 7,955 8,056 8,282 8,456 8,486 8,497 8,435 8,393 8,384 

9,829 10,057 10,124 10,149 10,204 10,183 10,143 10,292 10,323 10,169 10,199 10,084 

62,606 62,059 61,389 60,650 59,917 59,208 57,793 57,956 57,503 56,878 56,138 55,378 

0
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（2）高齢化率の推移 
 

平成 21 年度以降の高齢化率（総人口に占める高齢者数の割合）は、増加傾向にあり、
令和２年度には 33.3％となっています。 
前期高齢化率（総人口に占める 65～74 歳人口の割合）は、平成 23 年度まで減少傾向

にありましたが、その後は増加傾向となり、令和 2 年度には 15.1％となっています。 
後期高齢化率（総人口に占める 75 歳以上人口の割合）は、増加傾向にあり、令和 2年

度には 18.2％となっています。 
 
 

高齢化率の推移 

 
 

  

29.2 29.3 29.4 29.8 30.5 31.2
32.2 32.4 32.7 32.7 33.1 33.3

13.5 13.1 12.9 13.1 13.4 14.0 14.6 14.6 14.8 14.8 15.0 15.1

15.7 16.2 16.5 16.7 17.0 17.2 17.6 17.8 18.0 17.9 18.2 18.2

10

20

30

40（％）
高齢化率 前期高齢化率 後期高齢化率
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２ 関係町村別 

（１）総人口と高齢者人口の推移 
 

平成 27 年度から令和 2 年度の総人口の伸び率をみると、ニセコ町、倶知安町、赤井川
村が増加しており、その他の町村は減少しています。 
高齢者数の伸び率をみると、留寿都村（7.8%）が最も増加しており、黒松内町（-9.8％）

が最も減少しています。 
倶知安町と赤井川村は、総人口・高齢者人口ともに増加しており、蘭越町・島牧村・喜

茂別町・京極町・黒松内町・神恵内村は総人口・高齢者人口ともに減少しています。 
また、ニセコ町については、総人口が増加している一方で高齢者人口が減少していま

す。 
 

関係町村における総人口の伸び率及び高齢者数の伸び率 

 
  

島牧村, -5.4%, -0.7%

黒松内町, -11.2%, -9.8%

蘭越町, -6.0%, -0.5%
ニセコ町, 0.3%, -0.7%

真狩村, -2.8%, 3.6%
留寿都村, -0.5%, 7.8%

喜茂別町, -6.6%, -5.9%

京極町, -8.0%, -9.1%

倶知安町, 1.7%, 
0.9%

共和町, -7.6%, 5.4%

泊村, -11.0%, 3.2%

神恵内村, -18.5%, -19.2%

積丹町, -8.0%, 0.8%
古平町, -8.5%, 0.0%

仁木町, -6.6%, 1.8%

赤井川村, 2.5%, 
1.4%

-20.0%
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-10.0%
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増

減

総人口の伸び（H27→R2）

増減

各町村の数値は、
総人口の伸び率、高齢者数の伸び率の順a
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（２）高齢化率の推移 
 
令和 2 年度の高齢化率については、積丹町が 48.0％で最も高く、次いで神恵内

村（45.2％）、古平町（44.4%）、島牧村（42.6%）となっています。 
また、ニセコ町（26.9%）、留寿都村（26.2%）、倶知安町（24.6%）は、高齢化

率が 3 割を下回っています。 
平成 29 年度と令和 2 年度の高齢化率を比較すると、ほとんどの町村は同程度

となっていますが、神恵内村、積丹町では高齢化率がわずかに上昇しています。 
 
 

関係町村における高齢化率 

 
  

33.3%

42.6%

37.9%

39.4%

26.9%

35.4%
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35.6%
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35.6%

24.4%
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関係町村別人口データ【基準日：各年 10月 1日】（単位：人） 

 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度
40歳未満 386 367 367 40歳未満 6,351 6,233 6,393
40～64歳 475 473 447 40～64歳 5,199 5,113 5,126
65～74歳 245 238 245 65～74歳 1,906 1,901 1,892
75歳以上 381 368 359 75歳以上 1,867 1,863 1,867
総数 1,487 1,446 1,418 総数 15,323 15,110 15,278
高齢化率 42.1% 41.9% 42.6% 高齢化率 24.6% 24.9% 24.6%
40歳未満 916 896 857 40歳未満 2,063 2,041 1,962
40～64歳 871 849 842 40～64歳 1,904 1,880 1,863
65～74歳 411 402 402 65～74歳 871 861 856
75歳以上 652 651 636 75歳以上 1,073 1,081 1,067
総数 2,850 2,798 2,737 総数 5,911 5,863 5,748
高齢化率 37.3% 37.6% 37.9% 高齢化率 32.9% 33.1% 33.5%
40歳未満 1,325 1,300 1,291 40歳未満 492 470 455
40～64歳 1,551 1,532 1,471 40～64歳 520 499 476
65～74歳 809 793 825 65～74歳 254 255 249
75歳以上 997 987 967 75歳以上 398 392 396
総数 4,682 4,612 4,554 総数 1,664 1,616 1,576
高齢化率 38.6% 38.6% 39.4% 高齢化率 39.2% 40.0% 40.9%
40歳未満 1,883 1,889 1,823 40歳未満 212 198 185
40～64歳 1,787 1,806 1,810 40～64歳 287 273 263
65～74歳 668 671 659 65～74歳 159 162 162
75歳以上 690 684 678 75歳以上 210 211 208
総数 5,028 5,050 4,970 総数 868 844 818
高齢化率 27.0% 26.8% 26.9% 高齢化率 42.5% 44.2% 45.2%
40歳未満 726 679 655 40歳未満 433 419 410
40～64歳 710 670 665 40～64歳 665 629 602
65～74歳 336 335 320 65～74歳 397 393 388
75歳以上 284 383 403 75歳以上 561 561 545
総数 2,056 2,067 2,043 総数 2,056 2,002 1,945
高齢化率 30.2% 34.7% 35.4% 高齢化率 46.6% 47.7% 48.0%
40歳未満 800 790 790 40歳未満 751 734 653
40～64歳 634 621 610 40～64歳 1,025 999 969
65～74歳 201 216 224 65～74歳 562 541 541
75歳以上 277 276 274 75歳以上 773 779 753
総数 1,912 1,903 1,898 総数 3,111 3,053 2,916
高齢化率 25.0% 25.9% 26.2% 高齢化率 42.9% 43.2% 44.4%
40歳未満 681 658 636 40歳未満 1,062 1,031 951
40～64歳 703 696 684 40～64歳 1,060 1,065 991
65～74歳 357 348 341 65～74歳 631 635 628
75歳以上 501 484 478 75歳以上 704 696 696
総数 2,242 2,186 2,139 総数 3,457 3,427 3,266
高齢化率 38.3% 38.1% 38.3% 高齢化率 38.6% 38.8% 40.5%
40歳未満 967 941 912 40歳未満 457 444 424
40～64歳 1,007 992 971 40～64歳 371 359 356
65～74歳 456 466 473 65～74歳 172 176 179
75歳以上 605 583 567 75歳以上 196 200 190
総数 3,035 2,982 2,923 総数 1,196 1,179 1,149
高齢化率 35.0% 35.2% 35.6% 高齢化率 30.8% 31.9% 32.1%
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第２節 要介護（要支援）認定者の状況 

１ 広域連合全体 

（１）要介護（要支援）認定者数と認定率の推移 
 

第１号被保険者における要介護（要支援）認定者数は、平成 30 年度までは増加傾向で、
それ以降は減少傾向となっています。認定率は、平成 30 年度以降、横ばいとなっており、
令和 2 年度には認定者数 3,825 人、認定率 20.7％となっています。 
また、要介護度別では平成 28 年度まで要支援１が増加傾向にありましたが、平成 29

年度以降は要介護 2 がわずかに減少傾向、他の介護度はほぼ横ばいとなっています。 
 

第 1号被保険者における要介護（要支援）認定者数及び認定率の推移

 
 

要介護度別認定者数の推移 
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２ 関係町村別 

（１）第 1 号被保険者の要介護（要支援）認定率の伸び 
 
関係町村の令和 2 年度の第１号被保険者における要介護（要支援）認定率は、古平町

（25.1％）が最も高く、次いで島牧村（24.7％）、真狩村（24.6％）、積丹町（23.9%）と
なっています。令和 2 年度と平成 29 年度の認定率と比較すると、神恵内村では平成 29
年度 15.0%から令和 2 年度 21.6%に上昇しています。 

 
関係町村における第１号被保険者の要介護（要支援）認定率 
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関係町村における要介護（要支援）認定者数及び認定率【基準日：各年 10月 1日】 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

第1号被保険者 157 159 149 25.1 26.2 24.7

65～74歳 13 11 10 5.3 4.6 4.1

75歳以上 144 148 139 37.8 40.2 38.7

第2号被保険者 1 1 0 0.2 0.2 0.0

総数 158 160 149 14.4 14.8 14.2

第1号被保険者 234 224 215 22.0 21.3 20.7

65～74歳 17 11 13 4.1 2.7 3.2

75歳以上 217 213 202 33.3 32.7 31.8

第2号被保険者 4 4 3 0.5 0.5 0.4

総数 238 228 218 12.3 12.0 11.6

第1号被保険者 386 376 372 21.4 21.1 20.8

65～74歳 26 25 23 3.2 3.2 2.8

75歳以上 360 351 349 36.1 35.6 36.1

第2号被保険者 4 6 5 0.3 0.4 0.3

総数 390 382 377 11.6 11.5 11.6

第1号被保険者 305 300 289 22.5 22.1 21.6

65～74歳 30 32 27 4.5 4.8 4.1

75歳以上 275 268 262 39.9 39.2 38.6

第2号被保険者 1 0 1 0.1 0.0 0.1

総数 306 300 290 9.7 9.5 9.2

第1号被保険者 180 173 178 29.0 24.1 24.6

65～74歳 13 14 10 3.9 4.2 3.1

75歳以上 167 159 168 58.8 41.5 41.7

第2号被保険者 0 0 0 0.0 0.0 0.0

総数 180 173 178 13.5 12.5 12.8

第1号被保険者 73 81 82 15.3 16.5 16.5

65～74歳 9 10 7 4.5 4.6 3.1

75歳以上 64 71 75 23.1 25.7 27.4

第2号被保険者 3 3 3 0.5 0.5 0.5

総数 76 84 85 6.8 7.5 7.7

第1号被保険者 151 144 151 17.6 17.3 18.4

65～74歳 7 7 7 2.0 2.0 2.1

75歳以上 144 137 144 28.7 28.3 30.1

第2号被保険者 2 1 1 0.3 0.1 0.1

総数 153 145 152 9.8 9.5 10.1

第1号被保険者 173 177 161 16.3 16.9 15.5

65～74歳 14 15 14 3.1 3.2 3.0

75歳以上 159 162 147 26.3 27.8 25.9

第2号被保険者 1 1 3 0.1 0.1 0.3

総数 174 178 164 8.4 8.7 8.2
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関係町村における要介護（要支援）認定者数及び認定率【基準日：各年 10月 1日】 

 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

第1号被保険者 763 736 716 20.2 19.6 19.0

65～74歳 92 93 93 4.8 4.9 4.9

75歳以上 671 643 623 35.9 34.5 33.4

第2号被保険者 21 21 19 0.4 0.4 0.4

総数 784 757 735 8.7 8.5 8.3

第1号被保険者 430 415 416 22.1 21.4 21.6

65～74歳 33 31 37 3.8 3.6 4.3

75歳以上 397 384 379 37.0 35.5 35.5

第2号被保険者 7 6 7 0.4 0.3 0.4

総数 437 421 423 11.4 11.0 11.2

第1号被保険者 120 125 129 18.4 19.3 20.0

65～74歳 9 13 10 3.5 5.1 4.0

75歳以上 111 112 119 27.9 28.6 30.1

第2号被保険者 4 3 2 0.8 0.6 0.4

総数 124 128 131 10.6 11.2 11.7

第1号被保険者 56 61 80 15.2 16.4 21.6

65～74歳 5 2 2 3.1 1.2 1.2

75歳以上 51 59 78 24.3 28.0 37.5

第2号被保険者 1 0 1 0.3 0.0 0.4

総数 57 61 81 8.7 9.4 12.8

第1号被保険者 219 229 223 22.9 24.0 23.9

65～74歳 22 21 18 5.5 5.3 4.6

75歳以上 197 208 205 35.1 37.1 37.6

第2号被保険者 2 3 2 0.3 0.5 0.3

総数 221 232 225 13.6 14.7 14.7

第1号被保険者 310 322 325 23.2 24.4 25.1

65～74歳 26 31 30 4.6 5.7 5.5

75歳以上 284 291 295 36.7 37.4 39.2

第2号被保険者 5 3 4 0.5 0.3 0.4

総数 315 325 329 13.3 14.0 14.5

第1号被保険者 257 255 260 19.3 19.2 19.6

65～74歳 20 22 20 3.2 3.5 3.2

75歳以上 237 233 240 33.7 33.5 34.5

第2号被保険者 4 3 4 0.4 0.3 0.4

総数 261 258 264 10.9 10.8 11.4

第1号被保険者 83 81 79 22.6 21.5 21.4

65～74歳 6 7 6 3.5 4.0 3.4

75歳以上 77 74 73 39.3 37.0 38.4

第2号被保険者 2 2 1 0.5 0.6 0.3

総数 85 83 80 11.5 11.3 11.0
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第３節 将来人口等の推計 

１ 将来人口と被保険者数の推計 
 
本計画期間（令和 3～5 年度）及び令和 7 年度の総人口は減少傾向となり、計画期間最

終年度の令和 5 年度には 53,402 人、令和 7 年度には 52,085 人まで減少することが見込
まれます。 
第１号被保険者数は、本計画最終年の令和 5 年度には 17,693 人、令和 7 年度には

17,177 人まで減少することが見込まれます。 
また、第２号被保険者数は、本計画最終年の令和 5 年度には 17,451 人、令和 7 年度に

は 16,987 人まで減少することが見込まれます。 
高齢化率は、本計画期間中は横ばいで、それ以降は減少傾向となっており、本計画最終

年の令和 5 年度には 33.1％、令和 7 年度には 33.0％となることが見込まれます。 
後期高齢化率は、令和 12 年度までは増加傾向となる見込みですが、前期高齢化率は令

和 17 年度まで減少傾向となる見込みです。 
 
 

将来人口と被保険者数の推計 
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高齢化率の推計 

 
 

 

２ 要支援・要介護認定者数の推計 
 

第１号被保険者の要支援・要介護認定者数は、計画期間中は微減傾向にあり、本計画最
終年の令和５年度には 3,648 人となり、令和 7 年度には 3,592 人に減少することが見込
まれます。要介護度別にみると、計画期間中は「要介護 3」の認定者は横ばい、それ以外
の認定者は微減傾向が見込まれます。 
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要支援・要介護認定者数の推計 

 

 

 

要介護度別認定者数の推計 
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第４節 住民意向の把握 

１ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 

（１）調査概要 
① 調査目的 

本調査は、身体機能低下、閉じこもり、認知症等の要介護度の悪化につながるリスク要
因、高齢者の生活状況や社会参加状況などを把握するとともに、関係町村における介護
予防・日常生活支援総合事業への活用などを主な目的としています。 

 
② 調査対象者 

令和 2 年 1 月末時点で、関係 16 町村の介護保険被保険者のうち、要介護（要支援）
認定を受けていない高齢者を対象としました。 

 
③ 調査実施時期 

令和 2 年 5 月 8 日～令和 2 年 5 月 29 日 
 

④ 調査方法と回収結果 

調査票は郵送により発送・回収しました。回収結果は下表のとおりです。 
 

ニーズ調査の回収結果 
 件 数 回収率 
発送数 14,506 － 
回収数 9,932 68.5% 
 有効 9,862 68.0% 
 無効 70 － 
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（２）調査結果の概要 
① 介護・介助の必要性と地域活動への参加意向 

ア．介護・介助の必要性 
 
介護・介助の必要性がある人（「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」、

「現在、何らかの介護を受けている」の合算）は、広域連合全体では 11.4%となってお
り、町村別にみると泊村（19.4％）、古平町（15.9％）、仁木町（14.2%）、島牧村（14.0%）
が多くなっています。 
また、「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていない」という人が 1 割程度い

る町村もあり、潜在的な需要が見受けられ、今後、高齢化により、このような人たちの介
護サービス等の利用が増加することが推測されます。 
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イ．地域活動への参加意向 
 
いきいきした地域づくり活動に参加者として参加してみたいかをたずねたところ、広

域連合全体では「是非参加したい」が 6.6%、「参加してもよい」が 44.5%となっており、
半数以上が地域づくり活動に参加者として参加したいと回答しています。また、各町村
においても参加したいと回答している人が 4～5 割程度いることがわかります。 
いきいきした地域づくり活動に企画・運営（お世話役）として参加してみたいかをたず

ねたところ、広域連合全体では「是非参加したい」が 2.6%、「参加してもよい」が 33.5%
となっており、約 4 割が地域づくり活動の企画・運営（お世話役）として参加したいと
回答しています。また、各町村においても参加したいと回答している人が 3 割前後いる
ことがわかります。 
地域包括ケアに求められる「自助・互助」のためにも、今後は、上述したような高齢者

を実際の地域活動に結びつける方法等についての検討が必要となります。 
 
 

地域活動への参加者としての参加意向      地域活動への企画・運営としての参加意向 
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② 総合事業対象者について 

ア．総合事業対象者の判定方法 
 
調査結果をもとに、各町村において総合事業対象者となりうる人がどの程度いるかに

ついて判定しました。 

 
 

項目該当表 
項目
番号 

内容 選択肢 

1 バスや電車を使って 1人で外出していますか できるし、
している 

できるけど
していない できない   

2 自分で食品・日用品の買物をしていますか できるし、
している 

できるけど
していない できない   

3 自分で預貯金の出し入れをしていますか できるし、
している 

できるけど
していない できない   

4 友人の家を訪ねていますか はい いいえ     
5 家族や友人の相談にのっていますか はい いいえ     

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか できるし、
している 

できるけど
していない できない   

7 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっ
ていますか 

できるし、
している 

できるけど
していない できない   

8 15分位続けて歩いていますか できるし、
している 

できるけど
していない できない   

9 過去 1年間に転んだ経験がありますか 何度もある 1度ある ない   

10 転倒に対する不安は大きいですか とても不安
である 

やや不安で
ある 

あまり不安
でない 

不安で
ない 

11 身長・体重 BMI≦18.5（※BMIが 18.5以下の場合該当） 
12 6か月間で 2～3kg以上の体重減少がありましたか はい いいえ     
13 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか はい いいえ     
14 お茶や汁物等でむせることがありますか はい いいえ     
15 口の渇きが気になりますか はい いいえ     

16 週に 1回以上は外出していますか ほとんど外
出しない 週 1回 週 2～4回 週 5 回

以上 
17 物忘れが多いと感じますか はい いいえ     

18 自分で電話番号を調べて、電話をかけることをして
いますか はい いいえ     

19 今日は何月何日かわからない時がありますか はい いいえ     

20 この 1 か月間、気分が沈んだり、ゆううつな気持ち
になったりすることがありましたか はい いいえ     

21 
この 1 か月間、どうしても物事に対して興味がわか
ない、あるいは心から楽しめない感じがよくありま
したか 

はい いいえ     

 

【総合事業対象者の判定の手順】 
「項目該当表」に示す選択肢のうち、網掛けを回答した場合、その項目に該当 
 
該当する各項目番号をもとに「判定基準」に示すようなリスク判定をする 

 
「判定基準」に示す①～⑦の 1 つ以上に該当する回答者を総合事業対象者とする 
※判定基準①～⑤、⑦のいずれにも該当せず、⑥についても「物忘れが多いと感じますか」のみに該
当する場合は、「認知機能低下」とはみなさないこととした 
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判定基準 
内容 リスクの判定 総合事業対象者の判定 

① 
項目番号 1～19 までの 19 項目のうち 10
項目以上に該当 

複数の項目に支障 
①～⑦の 1つ以上に該当する
回答者を総合事業対象者。 

② 
項目番号 6～10 までの 5 項目のうち 3 項
目以上に該当 

運動器機能の低下 

③ 項目番号 11～12の 2項目すべてに該当 低栄養状態 

④ 
項目番号 13～15までの 3項目のうち 2項
目以上に該当 

口腔機能の低下 

⑤ 項目番号 16に該当 閉じこもり傾向 

⑥ 
項目番号 17～19 の 3 項目のうち 1 項目
以上に該当 

認知機能の低下 

⑦ 
項目番号 20～21 の 2 項目のうち 1 項目
以上に該当 

うつ傾向 

 
 

イ．総合事業対象者 
 
前述の判定基準に基づく分析の

結果、65.4%が総合事業に該当する
結果となっています。 

16 町村別に見ると、「積丹町」が
72.5%と最も多く、次いで「神恵内
村」が 71.7%と両町村が 7 割を超え
ています。最も少ない「真狩村」で
は 58.5%と 16町村の中で唯一、6割
を下回っています。 
個別のリスクの判定について、次

頁以降に示します。 
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ウ．複数の項目に支障 
 
「複数の項目に支障」に該当する割合

についてみると、「神恵内村」が 9.3%で
最も多く、次いで「古平町」が 7.1%とな
っています。 
全体よりも割合が高い町村は、8 町村

となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エ．運動器機能の低下 
 
「運動器機能の低下」に該当する割合

についてみると、「神恵内村」が 18.0%で
最も多く、次いで「泊村」が 15.5%となっ
ています。 
全体よりも割合が高い町村は、8 町村と

なっています。 
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オ．低栄養状態 
 
「低栄養状態」に該当する割合につい

てみると、「倶知安町」と「赤井川村」が
1.4%で最も多く、次いで「共和町」が1.2%
となっています。 
全体よりも割合が高い町村は、5 町村

となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

カ．口腔機能の低下 
 
「口腔機能の低下」に該当する割合に

ついてみると、「神恵内村」が 35.1%で最
も多く、次いで「島牧村」が 29.4%となっ
ています。 
全体よりも割合が高い町村は、8 町村と

なっています。 
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キ．閉じこもり傾向 
 
「閉じこもり傾向」に該当する割合に

ついてみると、「神恵内村」が 16.6%で最
も多く、次いで「島牧村」が 16.5%、「積
丹町」が 16.3%となっています。 
全体よりも割合が高い町村は、8 町村

となっています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ク．認知機能の低下 
 
「認知機能の低下」に該当する割合に

ついてみると、「神恵内村」が 53.2%で最
も多く、次いで「古平町」が 51.7%、「積
丹町」が 51.2%となっています。 
全体よりも割合が高い町村は、10 町村

となっています。 
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ケ．うつ傾向 
 
「うつ傾向」に該当する割合について

みると、「神恵内村」が 43.9%で最も多く、
次いで「積丹町」が 42.6%となっていま
す。 
全体よりも割合が高い町村は、6 町村

となっています。 
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２ 在宅介護実態調査の概要 

（１）調査概要 
① 調査目的 

本調査は、家族等が行っている介護状況、介護保険サービス以外の支援・サービス、在
宅生活の継続に必要とされる支援・サービスなどを把握し、高齢者等の適切な在宅生活
の継続と家族等介護者の就労継続の実現に向けた介護サービスのあり方を検討すること
などを目的として実施しました。 

 
② 調査対象者 

関係 16 町村の介護保険被保険者のうち、令和 2 年 1 月末までに要介護（要支援）認定
を受けている高齢者を対象としました。 

 
③ 調査実施時期 

令和 2 年 5 月 8 日～令和 2 年 5 月 29 日 
 

④ 調査方法と回収結果 

調査票は郵送により発送・回収しました。回収結果は下表のとおりです。 
      

 件 数 回収率 
発送数 1,680 － 
回収数 1,077 64.1% 
 有効 1,049 62.4% 
 無効 28 － 
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（２）調査結果の概要 
① 調査対象者本人について 

ア．施設等の入所検討状況 
 
施設等への入所・入居の検討状況をみると、

「入所・入居は検討していない」が 62.1%と最
も多く、次いで「入所・入居を検討している」
が 18.5%、「すでに入所・入居申し込みをして
いる」が 9.9%となっています。 

 
 

イ．介護保険サービスの利用状況 
 
令和 2 年 4 月の 1 か月の間に、（住宅改修、

福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービ
スを利用したかたずねたところ、「利用した」
が 52.9%、「利用していない」が 36.4%となっ
ています。 
令和 2 年 4 月の 1 か月の間に、（住宅改修、

福祉用具貸与・購入以外の）介護保険サービ
スを利用した方に 1 か月間の利用状況をたず
ねたところ、「利用した」（「週 1 回程度」～「週
5 回以上」の加算値、「月 1～7 回程度」～「月 22 回以上」の加算値、「月 1 回程度」～
「月 4 回程度」の加算値）割合が高いサービスは、「通所介護」（53.2%）、「訪問介護」
（22.9%）、「訪問看護」（16.2%）、「通所リハビリテーション（デイケア）」（15.0%）とな
っています。 
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Ｋ．ショートステイ

Ｌ．居宅療養管理指導 n=555

(%)

入所・入居は検
討していない

62.1

入所・入居を
検討している

18.5

すでに入所・入居申
し込みをしている

9.9

無回答
9.5

n=1,049

利用した
52.9

利用して
いない
36.4

無回答
10.7

n=1,049
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ウ．介護保険外サービスの利用状況 
 
現在、利用している「介護保険サービス以外」の支援・サービスについてたずねたとこ

ろ、「利用していない」が 47.0%と最も多く、次いで「配食」が 10.8%、「外出同行（通
院、買い物など）」が 10.5%、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が 10.1%となっ
ています。 

 
エ．在宅生活継続に必要と感じる支援・サービス 

 
今後の在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービスをたずねたところ、「特になし」

が 35.8%と最も多く、次いで「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が 15.8%、「外出
同行（通院、買い物など）」が 14.2%となっています。 

 
 

  

10.8

2.2

4.8

4.1

4.9

10.5

10.1

4.0

1.9

3.0

47.0

20.0

0 50

配食(n=113)

調理(n=23)

掃除・洗濯(n=50)

買い物（宅配は含まな
い）(n=43)

ゴミ出し(n=51)

外出同行（通院、買い
物など）(n=110)

移送サービス（介護・
福祉ﾀｸｼｰ等）(n=106)

見守り、声かけ
(n=42)

サロンなどの定期的な
通いの場(n=20)

その他(n=31)

利用していない
(n=493)

無回答(n=210)

現在、利用している支援・サービス

(%)

9.5

4.8

8.0

8.5

6.8

14.2

15.8

8.6

3.1

3.1

35.8

22.1

0 50

配食(n=100)

調理(n=50)

掃除・洗濯(n=84)

買い物（宅配は含まな
い）(n=89)

ゴミ出し(n=71)

外出同行（通院、買い
物など）(n=149)

移送サービス（介護・
福祉ﾀｸｼｰ等）(n=166)

見守り、声かけ(n=90)

サロンなどの定期的な
通いの場(n=33)

その他(n=32)

特になし(n=376)

無回答(n=232)

今後の在宅生活の継続に必要と感じる
支援・サービス
(%)
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オ．訪問診療の利用状況 
 
調査対象者の現在の訪問診療の利用状況をたずねたところ、「利用している」が 11.4%、

「利用していない」が 78.0%となっています。 
 
 

カ．家族や親族からの介護頻度 
 
家族や親族からの介護が週にどのくらいあるかたずねたところ、「ない」が 46.5%と最

も多く、次いで「ほぼ毎日ある」が 25.8%、「週に 1～2 日ある」が 6.6%、「家族・親族の
介護はあるが、週に 1 日よりも少ない」が 6.5%となっています。 

 

 

 
 

② 主な介護者のことについて 

ア．介護を理由とした離職 
 
家族や親族の中で、調査対象者の

介護を主な理由として、過去 1 年の
間に仕事を辞めた方がいるかたず
ねたところ、「介護のために仕事を
辞めた家族・親族はいない」が
62.1%となっています。 
一方で、主な介護者やそれ以外の

家族・親族が仕事を辞めた・転職し
た方が約 1 割いることがわかりま
す。 

 
  

利用している
11.4

利用し
ていな
い

78.0

無回答
10.6

n=1,049

ない
46.5

家族・親族の介護はある
が、週に１日よりも少ない

6.5

週に１～２日ある
6.6

週に３～４日ある
2.9

ほぼ毎日
ある
25.8

無回答
11.7

n=1,049

6.4

1.8

1.8

0.9

62.1

5.5

22.8

0 40 80

主な介護者が仕事を辞めた（転
職除く）(n=28)

主な介護者以外の家族・親族が
仕事を辞めた（転職除く）

(n=8)

主な介護者が転職した(n=8)

主な介護者以外の家族・親族が
転職した(n=4)

介護のために仕事を辞めた家
族・親族はいない(n=272)

わからない(n=24)

無回答(n=100)

(%)
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イ．主な介護者が行っている介護と生活継続にあたり不安を感じる介護 
 
現在、主な介護者が行っている介護等をみると、「その他の家事（掃除、洗濯、買い物

等）」が 71.2%と最も多く、次いで「食事の準備（調理等）」が 64.2%、「金銭管理や生活
面に必要な諸手続き」が 61.0%、「外出の付き添い、送迎等」が 55.0%となっています。 
現在の生活を継続していくにあたり、主な介護者が不安に感じる介護等をみると、「認

知症状への対応」が 20.5%と最も多く、次いで「入浴・洗身」が 13.2%、「夜間の排泄」
が 12.8%となっています。 

 

 

 
  

15.8
13.2
13.7

24.7
21.0

24.7
18.7

55.0
39.7

22.6
11.9

64.2
71.2

61.0
4.3
3.9

7.3

0 20 40 60 80

日中の排泄(n=69)
夜間の排泄(n=58)

食事の介助（食べる時）(n=60)
入浴・洗身(n=108)

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）(n=92)
衣服の着脱(n=108)

屋内の移乗・移動 (n=82)
外出の付き添い、送迎等(n=241)

服薬(n=174)
認知症状への対応(n=99)

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）(n=52)
食事の準備（調理等）(n=281)

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）(n=312)
金銭管理や生活面に必要な諸手続き(n=267)

その他(n=19)
わからない(n=17)

無回答(n=32)

現在行っている介護等 (%)

7.5
12.8

2.3
13.2

1.8
1.8

5.7
9.4

4.6
20.5

3.2
8.0
7.8

7.1
4.3

7.5
5.0

37.7

0 10 20 30 40

日中の排泄(n=33)
夜間の排泄(n=56)

食事の介助（食べる時）(n=10)
入浴・洗身(n=58)

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）(n=8)
衣服の着脱(n=8)

屋内の移乗・移動 (n=25)
外出の付き添い、送迎等(n=41)

服薬(n=20)
認知症状への対応(n=90)

医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）(n=14)
食事の準備（調理等）(n=35)

その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）(n=34)
金銭管理や生活面に必要な諸手続き(n=31)

その他(n=19)
不安に感じていることは、特にない(n=33)

主な介護者に確認しないと、わからない(n=22)
無回答(n=165)

不安に感じる介護等 (%)
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ウ．主な介護者の就労状況 
 
主な介護者の現在の勤務形態をみ

ると、「フルタイムで働いている」が
24.9%、「パートタイムで働いている」
が 15.1%、「働いていない」が 45.9%
となっています。 

 
「フルタイムで働いている」「パー

トタイムで働いている」主な介護者
は、今後も働きながら介護を続けて
いけそうかたずねたところ、「問題な
く、続けていける」が 21.1%、「問題
はあるが、何とか続けていける」が
44.6%となり、約 7 割が今後も働きな
がら介護を続けていけると回答して
いることがわかります。 

 
その一方で、「続けていくのは、や

や難しい」が 10.3%、「続けていくの
は、かなり難しい」が 4.6%となり、
働きながら介護を続けるのが難しい
方が1割以上いることがわかります。 

 
 
 

  

フルタイムで働
いている

24.9

パートタイムで
働いている

15.1
働いていない

45.9

主な介護者に確認し
ないと、わからない

1.8 無回答
12.3

n=438

問題なく、続け
ていける

21.1

問題はあるが、何とか続
けていける

44.6
続けていくの
は、やや難しい

10.3

続けていくのは、
かなり難しい

4.6

主な介護者に確認しな
いと、わからない

5.7
無回答
13.7

n=175
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③ 在宅限界点の向上のための支援・サービスについて 
 
在宅限界点の向上に向けて必要となる支援・サービスの検討材料とするために、「在宅

生活の継続」と「介護者不安の軽減」の 2 つの視点からの集計を行いました。 
 
 
【集計結果にもとづく考察】 

・ 要介護度が重度化しても、「在宅で生活を継続できる」と考えている人は、訪問系
サービスを利用している割合が高く、こうしたサービスが在宅限界点の向上を図る
ために重要であると考えられます。 

・ 「入浴・洗身」「夜間の排泄」「認知症状への対応」に不安を感じる介護者が多く、
いかにこれらの介護に対する不安を軽減するかが在宅限界点の向上を図るための
重要なポイントになると考えられます。 

 
 

【参考 主な集計結果】 
ア 要介護度の重度化に伴う「主な介護者が不安に感じる介護」の変化 

・ 要介護度が重度化すると、「認知症状への対応」「夜間の排泄」に対する不安が大
きい。 

 
イ 要介護度の重度化に伴う「サービス利用の組み合わせ」の変化 

・ 要介護度が重度化すると、「訪問系のみ」「訪問系を含む組み合わせ」が増加する。 
 

ウ 「サービス利用の組み合わせ」と「施設等検討の状況」の関係 

・ 「訪問系のみ」「通所系・短期系のみ」は、施設を「検討していない」の割合が「訪
問系を含む組み合わせ」に比べて高く、「訪問系を含む組み合わせ」は施設を「検討
中」「申請済み」が他に比べて高い。 
 

エ 「サービス利用の組み合わせ」と「主な介護者が不安に感じる介護」の関係 

・ 「訪問系のみ」は「入浴・洗身」「夜間の排泄」 
・ 「訪問系を含む組み合わせ」は「認知症状への対応」「入浴・洗身」 
・ 「通所系・短期系のみ」は「認知症状への対応」「夜間への排泄」に対する主な
介護者の不安が大きい。 
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④ 仕事と介護の両立に向けた支援・サービスについて 
 
介護者の就労継続見込みの向上に向けて必要となる支援・サービスの検討材料とする

ために、「主な介護者の就労状況」と「主な介護者の就労継続見込み」の 2 つの視点から
の集計を行いました。 

 
 

【集計結果にもとづく考察】 
・ 仕事を「問題はあるが、何とか続けていける」介護者では「介護のために労働時
間の調整をしながら働いている」人が多く、仕事を「続けていくのが難しい（「やや
＋かなり難しい」）」介護者では、「労働時間」「休暇」「在宅勤務」以外の調整を行っ
ている人が多い傾向にあります。また、こうした介護者は「介護・介護休暇等の制
度の充実」「介護をしている従業員への経済的な支援」といった支援を求めており、
企業等における制度の充実や経済的支援が仕事と介護の両立において重要なポイ
ントになると考えられます。 

・ 在宅限界点の向上を図るための重要なポイントにも挙げられた「認知症状への対
応」「夜間の排泄」「入浴・洗身」については、仕事と介護の両立の視点からみても
重要なポイントとなっています。 

 
 
【参考 主な集計結果】 

ア 就労状況別の主な介護者が行っている介護と就労継続見込み 

・ 主な介護者の就労の程度が高くなる（働いていない＜パートタイム勤務＜フルタ
イム勤務）につれて、「日中の排泄」「入浴・洗身」「屋内の移乗・移動」「認知症状
への対応」「医療面での対応（経管栄養、ストーマ等）」「食事の準備（調理等）」を
行うのが難しくなることがうかがえる。 

・ 要介護度が重度化すると、仕事を続けていくのが難しいと感じる回答者が増加す
る。 

 
イ 「主な介護者が不安に感じる介護」と「就労継続見込み」の関係 

・ 仕事を「続けていくのは「やや＋かなり難しい」」回答者では、「認知症状への対
応」「夜間の排泄」「入浴・洗身」に対する不安が高い。 

 
ウ 「サービス利用の組み合わせ」と「就労継続見込み」の関係 

・ 仕事を「続けていける（「問題なく、続けていける」と「問題はあるが、何とか続
けていける」の合算値）」の割合は、「通所系・短期系のみ」で高い傾向にある。 
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エ 就労状況別の保険外の支援・サービスの利用状況と、施設等検討の状況 

・ フルタイム勤務の回答者は、特に「外出同行（通院、買い物など）」「移送サービ
ス（介護・福祉タクシー等）」「見守り、声かけ」を必要と感じているが、利用して
いない状況がみてとれる。 

・ 働いていない介護者のほうが施設を「検討していない」の割合がやや高く、就労
継続が難しくなるにつれて（「問題はあるが、何とか続けていける」→「続けていく
のは「やや+かなり難しい」」）施設を「検討中」「申請済み」の割合が高くなる傾向
にある。 

 
オ 就労状況別の介護のための働き方の調整と効果的な勤め先からの支援 

・ フルタイム勤務・パートタイム勤務ともに、4 割以上が特に職場における働き方
の調整を行っていない。効果的な勤め先からの支援としては、フルタイム勤務では
「介護休業・介護休暇等の制度の充実」「自営業・フリーランス等のため、勤め先は
ない」の割合が高く、パートタイム勤務では「介護をしている従業員への経済的な
支援」の割合が高い。 

・ 仕事を「問題なく、続けていける」介護者は働き方の調整を「特に行っていない」、
「問題はあるが、何とか続けていける」介護者は「特に行っていない」や「介護の
ために労働時間の調整をしながら働いている」、「続けていくのは「やや＋かなり難
しい」」介護者は「労働時間」「休暇」「在宅勤務」以外の調整を行っている人が多い
傾向にある。 

・ 効果的な勤め先からの支援として、仕事を「問題なく、続けていける」では「労
働時間の柔軟な選択」、「問題はあるが、何とか続けていける」では「介護・介護休
暇等の制度の充実」、「続けていくのは、「やや＋かなり難しい」」では「介護・介護
休暇等の制度の充実」「介護をしている従業員への経済的な支援」などが多い傾向
にある。 
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⑤ 保険外の支援・サービスを中心とした地域資源について 
 
在宅限界点の向上に向けて必要となる支援・サービスの検討材料とするために、特に

「保険外の支援・サービス」に焦点を当てた集計を行いました。 
（調査の中では、総合事業に基づく支援・サービスは介護保険サービスに含めるとと

もに、「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」については、介護保険サービス
か保険外の支援・サービスであるかは区別していません。） 

 
【集計結果にもとづく考察】 

・ 今後、重度化する可能性がある要支援 1･2 や要介護 1･2 の回答者にとって、「外
出同行（通院、買い物など）」や「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」は、さ
らなる充実が必要と感じる支援・サービスとして捉えられており、こうした支援・
サービスを今後いかに充実させるかが在宅限界点の向上に向けて重要なポイント
になると考えられます。 
 

【参考 主な集計結果】 
ア 世帯類型別の保険外の支援・サービスの利用状況と必要と感じる支援・サービス 

・ 世帯類型別の「保険外の支援・サービスの利用状況」は、「利用していない」の割
合は「単身世帯」「夫婦のみ世帯」で約 4 割、「その他」では約 6 割である。 

・ 「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」に係るニーズは、多くのサー
ビスで「単身世帯」で最も多く、ついで「夫婦のみ世帯」、「その他」の順となって
いるが、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」「見守り、声かけ」は、どの世帯
も同程度である。 

 
イ 「世帯類型」×「要介護度」×「保険外の支援・サービスの利用状況」 

・ 「夫婦のみ世帯」「その他」では「利用していない」の割合がいずれの介護度でも
同程度であるのに対し、「単身世帯」では「利用していない」の割合が要支援 1･2、
要介護 1･2 では 4 割以下、要介護 3 以上では 5 割以上である。 
 

ウ 「世帯類型」×「要介護度」×「必要と感じる支援・サービス」 

・ 特に「要支援 1･2」「要介護 1･2」では、「外出同行（通院、買い物など）」「移送サ
ービス（介護・福祉タクシー等）」の割合が高く、「要介護 3 以上」では「移送サー
ビス（介護・福祉タクシー等）」の割合が高い。 

・ 「単身世帯」では、「要介護 1･2」において、各種の支援・サービスの割合が高い。
「夫婦のみ世帯」と「その他世帯」では、「要支援 1･2」「要介護 1･2」において、
「外出同行（通院、買い物など）」の割合が高く、また全ての介護度で「移送サービ
ス（介護・福祉タクシー等）」の割合が高い。 
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⑥ 将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスについて 
 
在宅限界点の向上のための、将来の世帯類型の変化に応じた支援・サービスの提供体

制の検討材料とするために、特に世帯類型別の「サービス利用の特徴」や「施設等検討の
状況」に焦点を当てた集計を行いました。 

 
【集計結果にもとづく考察】 

・ 単身世帯で、近居の家族等による介護がない中で、在宅生活を継続しているケー
スが多いが、近居の家族等がほぼ毎日介護している世帯が一定程度存在しているこ
とがわかります。単身世帯では、「要介護 1･2」では「訪問系を含む組み合わせ」サ
ービスを利用しながら在宅生活することができているが、要介護 3 以上では在宅生
活が困難になることがうかがえます。 

・ 世帯類型問わず、サービス「未利用」の中重度の要介護者が存在しており、家族
等の介護者の負担が過大となることも懸念されることから、必要に応じて要介護者
とその家族等が適切なサービス等を利用できるような支援が必要です。 

 
【参考 主な集計結果】 
ア 「要介護度別・世帯類型別」の「家族等による介護の頻度」 

・ 「単身世帯」では、6 割以上が家族等による介護が「ない」、約 2 割が「ほぼ毎日」
となり、例えば近居の家族等による介護があるものと考えられる。家族等による介
護の頻度が低い（「ない」「週 1 日以下」）世帯が要支援 1･2 で約 8 割、要介護 1･2
で約 7 割、要介護 3 以上で約 6 割となっており、近居の家族等による介護がない中
で、在宅生活を継続しているケースが多いことがわかる。 

・ 「夫婦のみ世帯」では、家族等による介護が「ほぼ毎日」が「要支援 1･2」で約 2
割、「要介護 1･2」「要介護 3 以上」で約 4 割、「その他」の世帯では、「ほぼ毎日」
が「要支援 1･2」で約 3 割、「要介護 1･2」で約 5 割、「要介護 3 以上」で約 6 割で
ある。 

 
イ 「要介護度別」の「世帯類型別のサービス利用の組み合わせ」 

・ 単身世帯では「要介護 1･2」で「訪問系を含む組み合わせ」が多く、夫婦のみ世帯
では介護度が重度化にともない「訪問系を含む組み合わせ」と「通所系・短期系の
み」が多くなる。また、その他世帯では介護度が重度化にともない「訪問系のみ」
と「訪問系を含む組み合わせ」が多くなる。 
 

ウ 「要介護度別」の「世帯類型別の施設等検討の状況」 

・ いずれの世帯でも「検討していない」が約 6～7 割であるが、要介護の重度化に伴
いその割合が減少傾向となり、「申請済み」の割合が増加する。 

・ 特に単身世帯においては、「申請済み」が要支援 1･2 では 1 割以下、要介護 1･2 で
は約 1 割であったのに対し、要介護 3 以上では約 6 割に急増する。  
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⑦ 医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスについて 
 
医療ニーズの高い在宅療養者を支える支援・サービスの検討材料とするための集計を

行いました。 
 

【集計結果にもとづく考察】 
・ 要介護度の重度化に伴い、わずかではあるが訪問診療の利用割合が増加する傾向

がみられました。今後、「介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者」が増加す
る可能性もあることから、このようなニーズに対し、いかに適切なサービス提供体
制を確保していくかが重要な課題となります。 

 
 

【参考 主な集計結果】 
ア 訪問診療の利用割合 

・ 要介護度の重度化に伴い、わずかに訪問診療の利用割合が増加傾向。 
 

イ 訪問診療の利用の有無別のサービス利用の組み合わせ 

・ 訪問診療を「利用している」回答者は「利用していない」回答者に比べ、「訪問系
のみ」「訪問系を含む組み合わせ」の割合が高く、「通所系・短期系のみ」の割合が
低い。 
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第４章 介護保険事業 
 

第１節 介護給付等サービスの利用状況及び見込量 

１ 介護給付等対象サービスの利用状況 

（１）在宅サービスの利用者数（1 月あたり） 

第 7 期計画期間中の在宅サービス利用者数は、下表に示すとおりです。 

※小数点の関係で合計と各項目を合算した数字が異なる場合があります。 

平成30年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（１）居宅サービス
訪問介護 417 209 136 41 22 10
訪問入浴介護 8 0 0 0 0 2 2 5
訪問看護 258 25 29 91 60 23 20 11
訪問リハビリテーション 18 3 1 8 5 0 1 1
居宅療養管理指導 75 2 6 19 22 8 12 5
通所介護 208 112 64 18 10 3
通所リハビリテーション 202 30 40 61 44 13 10 3
短期入所生活介護 89 3 3 27 25 19 10 3
短期入所療養介護（老健） 14 0 0 4 4 4 2 0
短期入所療養介護（病院等） 32 0 0 4 6 7 7 8
短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0 0
福祉用具貸与 681 92 117 164 171 74 44 20
特定福祉用具購入費 17 5 3 5 3 1 1 0
住宅改修費 18 5 3 5 2 2 0 0
介護予防支援・居宅介護支援 1,306 137 145 506 316 114 56 32

（２）地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問看護介護 6 3 3 0 0 0
夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型通所介護 393 217 115 40 16 5
認知症対応型通所介護 7 0 0 2 4 1 0 0
小規模多機能型居宅介護 4 0 0 1 2 1 0 0
看護小規模多機能型居宅介護 1 0 0 1 0 0

令和元年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（１）居宅サービス
訪問介護 413 203 141 38 20 12
訪問入浴介護 6 0 0 0 0 2 1 3
訪問看護 260 30 36 87 54 20 22 11
訪問リハビリテーション 27 3 3 6 7 3 2 2
居宅療養管理指導 78 5 5 21 23 8 11 6
通所介護 149 85 44 11 5 3
通所リハビリテーション 200 30 47 62 40 13 8 2
短期入所生活介護 82 2 1 26 23 16 10 4
短期入所療養介護（老健） 16 0 1 3 3 5 2 1
短期入所療養介護（病院等） 12 0 0 1 1 2 5 4
短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0 0
福祉用具貸与 697 109 125 161 161 67 51 24
特定福祉用具購入費 16 4 3 3 3 1 1 0
住宅改修費 14 5 3 3 2 1 1 0
介護予防支援・居宅介護支援 1,259 152 147 470 295 104 63 29

（２）地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問看護介護 8 4 1 1 1 1
夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型通所介護 404 220 116 42 19 6
認知症対応型通所介護 8 0 0 2 3 2 0 0
小規模多機能型居宅介護 17 0 1 7 6 4 0 0
看護小規模多機能型居宅介護 1 0 0 0 0 1
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※小数点の関係で合計と各項目を合算した数字が異なる場合があります。 

 
  

令和2年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

訪問介護 356 164 134 31 14 13
訪問入浴介護 6 0 0 0 0 2 2 2
訪問看護 255 24 39 77 49 30 19 17
訪問リハビリテーション 41 4 6 3 8 12 1 5
居宅療養管理指導 82 7 5 26 22 6 9 7
通所介護 122 64 38 12 3 5
通所リハビリテーション 190 26 46 57 38 14 5 4
短期入所生活介護 61 0 1 24 12 10 8 6
短期入所療養介護（老健） 12 0 1 2 2 5 2 0
短期入所療養介護（病院等） 13 0 0 0 0 0 10 3
短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 0 0 0 0
福祉用具貸与 719 120 134 153 170 69 43 30
特定福祉用具購入費 18 5 2 3 3 3 1 0
住宅改修費 20 5 6 3 6 1 0 0
介護予防支援・居宅介護支援 1,237 158 177 429 271 104 64 34
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 9 4 4 0 1 0
夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型通所介護 378 209 106 35 21 7
認知症対応型通所介護 8 0 0 4 2 2 0 0
小規模多機能型居宅介護 27 0 0 12 10 5 0 0
看護小規模多機能型居宅介護 1 0 0 0 0 1
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（２）施設・居住系サービスの利用者数（1 月あたり） 
 

第 7 期計画期間中の施設・居住系サービス利用者数は、下表に示すとおりです。 
 

 
          ※小数点の関係で合計と各項目を合算した数字が異なる場合があります。 

 
  

平成30年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（１）居宅サービス
特定施設入居者生活介護 65 8 1 12 18 8 13 6

（２）地域密着型サービス
認知症対応型共同生活介護 174 1 43 53 46 14 17
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 66 3 13 25 15 10

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 544 26 70 181 150 117
介護老人保健施設 268 46 63 59 53 47
介護医療院 8 1 1 1 3 2
介護療養型医療施設 54 1 2 3 29 19

合計 1,178 8 2 130 220 322 277 218

令和元年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（１）居宅サービス
特定施設入居者生活介護 62 6 2 13 19 6 12 6

（２）地域密着型サービス
認知症対応型共同生活介護 169 2 34 56 46 16 16
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 67 3 10 28 15 11

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 554 26 73 192 156 107
介護老人保健施設 253 51 63 62 42 35
介護医療院 90 9 7 15 29 31
介護療養型医療施設 26 0 3 2 15 7

合計 1,221 6 4 135 229 351 284 212

令和2年度 単位：人
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（１）居宅サービス
特定施設入居者生活介護 54 7 1 14 19 3 6 4

（２）地域密着型サービス
認知症対応型共同生活介護 167 2 37 45 44 23 16
地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 69 2 6 35 14 12

（３）施設サービス
介護老人福祉施設 578 27 76 193 168 114
介護老人保健施設 257 49 60 83 36 29
介護医療院 91 5 10 12 34 30
介護療養型医療施設 28 0 2 5 11 10

合計 1,244 7 3 134 218 375 292 215



- 47 - 

２ 介護給付等対象サービス見込量 
 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第 8 期計画の
介護給付等対象サービスの見込量を推計しました。 

 
（１）介護給付サービス（1 年あたり） 

 
第 8 期計画の介護給付サービスの利用見込量は、下表に示すとおりです。 

 
  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）居宅サービス
訪問介護 回数（回） 3,362.1 3,363.5 3,371.4

人数（人） 349 352 353
訪問入浴介護 回数（回） 19.8 19.8 19.6

人数（人） 6 6 6
訪問看護 回数（回） 1,007.1 1,025.1 1,043.3

人数（人） 191 193 195
訪問リハビリテーション 回数（回） 272.8 262.0 258.6

人数（人） 30 29 29
居宅療養管理指導 人数（人） 70 72 70
通所介護 回数（回） 1,059.2 1,076.8 1,094.0

人数（人） 130 130 130
通所リハビリテーション 回数（回） 717.7 719.1 727.7

人数（人） 116 116 117
短期入所生活介護 日数（日） 1,144.4 1,130.9 1,130.9

人数（人） 68 67 67
短期入所療養介護（老健） 日数（日） 78.4 78.4 78.4

人数（人） 10 10 10
短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 343.8 313.8 282.2

人数（人） 12 11 10
短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0
福祉用具貸与 人数（人） 466 479 472
特定福祉用具購入費 人数（人） 10 10 10
住宅改修費 人数（人） 9 9 9
特定施設入居者生活介護 人数（人） 47 47 47

（２）地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人数（人） 10 10 10
夜間対応型訪問介護 人数（人） 0 0 0
地域密着型通所介護 回数（回） 2,821.5 2,913.0 2,901.5

人数（人） 384 392 385
認知症対応型通所介護 回数（回） 84.1 84.5 84.9

人数（人） 9 9 9
小規模多機能型居宅介護 人数（人） 29 27 27
認知症対応型共同生活介護 人数（人） 169 169 169
地域密着型特定施設入居者生活介護 人数（人） 0 0 0
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人数（人） 68 68 68
看護小規模多機能型居宅介護 人数（人） 1 1 1

（３）施設サービス

介護老人福祉施設 人数（人） 577 577 594
介護老人保健施設 人数（人） 254 254 255
介護医療院 人数（人） 112 112 125
介護療養型医療施設 人数（人） 27 27 27

（４）居宅介護支援 人数（人） 902 902 902
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（２）介護予防給付サービス（1 年あたり） 
 

第 8 期計画の介護予防給付サービスの利用見込量は、下表に示すとおりです。 

 
 

  

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）介護予防サービス
介護予防訪問入浴介護 回数（回） 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0
介護予防訪問看護 回数（回） 266.1 258.3 264.8

人数（人） 63 63 64
介護予防訪問リハビリテーション 回数（回） 100.6 100.6 100.6

人数（人） 11 11 11
介護予防居宅療養管理指導 人数（人） 12 12 12
介護予防通所リハビリテーション 人数（人） 70 71 71
介護予防短期入所生活介護 日数（日） 7.2 7.2 7.2

人数（人） 1 1 1
介護予防短期入所療養介護（老健） 日数（日） 4.7 4.5 4.5

人数（人） 1 1 1
介護予防短期入所療養介護（病院等） 日数（日） 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0
介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 日数（日） 0.0 0.0 0.0

人数（人） 0 0 0
介護予防福祉用具貸与 人数（人） 257 264 260
特定介護予防福祉用具購入費 人数（人） 9 9 9
介護予防住宅改修 人数（人） 11 11 11
介護予防特定施設入居者生活介護 人数（人） 8 8 8

（２）地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 回数（回） 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0

介護予防小規模多機能型居宅介護 人数（人） 0 0 0
介護予防認知症対応型共同生活介護 人数（人） 2 2 2

（３）介護予防支援 人数（人） 320 320 320
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第２節 標準給付費の見込額 

ここでは、国から示された地域包括ケア「見える化」システムを用いて第 8 期計画の
介護給付費の見込額を推計しました。 

 
１ 居宅・地域密着型・施設サービス給付費 

居宅・地域密着型・施設サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 

 

単位：千円

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）居宅サービス
135,034 134,708 135,033

3,108 3,112 3,080
73,087 74,309 75,581
10,212 9,824 9,699
8,864 9,134 8,869

81,225 82,499 83,681
70,085 70,447 71,332
95,070 93,696 93,696
9,610 9,616 9,616

35,598 32,533 29,169
0 0 0

64,054 65,876 64,937
3,743 3,743 3,743
6,538 6,538 6,538

98,888 98,943 98,943
（２）地域密着型サービス

11,258 11,264 11,264
0 0 0

246,261 253,851 252,562
7,583 7,612 7,637

69,988 69,286 69,286
508,809 509,092 509,092

0 0 0
226,920 227,046 227,046

4,091 4,094 4,094
（３）施設サービス

1,683,934 1,684,868 1,734,332
830,099 830,559 834,352

介護医療院 465,938 466,196 519,827
123,911 123,979 123,979

（４）居宅介護支援 151,096 151,180 151,180

看護小規模多機能型居宅介護

介護老人福祉施設
介護老人保健施設

介護療養型医療施設

認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

住宅改修費
特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護

短期入所療養介護（老健）
短期入所療養介護（病院等）
短期入所療養介護(介護医療院)
福祉用具貸与
特定福祉用具購入費

訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導
通所介護
通所リハビリテーション
短期入所生活介護

訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
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２ 介護予防・地域密着型サービス給付費 

介護予防・地域密着型サービスの給付費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

３ 総給付費 

総給付費は、介護給付費と予防給付費を合わせて、下表に示すとおりです。 
 

 
 
 

  

単位：千円

令和3年度 令和4年度 令和5年度

（１）介護予防サービス
0 0 0

16,049 15,567 15,959
3,634 3,636 3,636
1,528 1,529 1,529

29,864 30,150 30,150
503 504 504
566 542 542

0 0 0
0 0 0

13,567 13,940 13,731
3,484 3,484 3,484

介護予防住宅改修 9,645 9,645 9,645
6,698 6,702 6,702

（２）地域密着型介護予防サービス
0 0 0
0 0 0

5,544 5,547 5,547
（３）介護予防支援 17,701 17,711 17,711

介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防短期入所療養介護(介護医療院)
介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉用具購入費

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防通所リハビリテーション
介護予防短期入所生活介護
介護予防短期入所療養介護（老健）
介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防訪問入浴介護
介護予防訪問看護
介護予防訪問リハビリテーション
介護予防居宅療養管理指導

単位：千円
令和3年度 令和4年度 令和5年度

合計 5,133,787 5,142,962 5,247,708
在宅サービス 1,183,046 1,190,030 1,187,888
居住系サービス 619,939 620,284 620,284
施設サービス 3,330,802 3,332,648 3,439,536
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４ 標準給付費及び地域支援事業費 

標準給付費及び地域支援事業費の見込額は、下表に示すとおりです。 
 

 
 

  

単位：円 合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度

標準給付費見込額（A） 16,881,541,653 5,599,975,824 5,587,666,056 5,693,899,773

15,524,457,000 5,133,787,000 5,142,962,000 5,247,708,000

928,694,002 323,581,211 302,051,235 303,061,556

1,107,041,298 368,032,599 368,887,163 370,121,536

178,347,296 44,451,388 66,835,928 67,059,980

371,123,789 123,569,417 123,570,440 123,983,932

373,412,558 124,139,898 124,428,149 124,844,511

2,288,769 570,481 857,709 860,579

46,808,229 15,561,257 15,597,390 15,649,582

10,458,633 3,476,939 3,484,991 3,496,703

61 61 61

171,453 56,999 57,131 57,323

1,843,167,234 617,372,289 614,387,756 611,407,189

692,827,944 231,840,921 230,941,326 230,045,697

641,476,527 216,910,447 213,825,509 210,740,571

508,862,763 168,620,921 169,620,921 170,620,921

特定入所者介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額

高額介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）

高額介護サービス費等給付額

第8期

総給付費

地域支援事業費（B)

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業費

包括的支援事業（社会保障充実分）

高額介護サービス費等の見直しに伴う財政影響額

高額医療合算介護サービス費等給付額

算定対象審査支払手数料

審査支払手数料一件あたり単価

審査支払手数料支払件数

特定入所者介護サービス費等給付額（財政影響額調整後）

特定入所者介護サービス費等給付額
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第３節 第１号被保険者の保険料試算 

１ 所得段階別基準額に対する割合 

第１号被保険者の介護保険料は、本人、世帯の合計所得金額及び市町村民税の課税状
況等により所得に応じた設定を行います。また、所得水準に応じてきめ細やかな保険料
設定を行う観点から所得段階別の負担設定を９段階に設定しています。 

 
保険料 
段階 

対象 
割合 

世帯 本人所得 

第１段階 
非課税 
世帯 

老齢年金受給者・生活保護受給者及び 
課税年金収入＋合計所得金額が年間８０万円以下 

０.５０ 

第２段階 課税年金収入＋合計所得金額が年間１２０万円以下 ０.７５ 

第３段階 課税年金収入＋合計所得金額が年間１２０万円超 ０.７５ 

第４段階 課税者 
あり 

本人非 
課税 

課税年金収入＋合計所得金額が年間８０万円以下 ０.９０ 

第５段階 課税年金収入＋合計所得金額が年間８０万円超 １.００ 

第６段階 

本人 
課税者 

合計所得金額が１２０万円未満 １.２０ 

第７段階 合計所得金額が１２０万円以上～２１０万円未満 １.３０ 

第８段階 合計所得金額が２１０万円以上～３２０万円未満 １.５０ 

第９段階 合計所得金額が３２０万円以上 １.７０ 

※なお、国の政省令などに基づき、一部の段階で保険料基準額に対する割合について、公費負担による
軽減を図ります。 
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２ 保険料基準額（試算） 

第 8 期計画期間中の保険料基準額は、年額では 71,712 円、月額では 5,976 円となりま
す。 

 

 

 

 

 

  

単位：人 合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度
第1号被保険者数 53,856 18,211 17,952 17,693

前期(65～74歳) 23,565 8,120 7,855 7,590
後期(75歳～) 30,291 10,091 10,097 10,103

後期(75歳～84歳) 19,053 6,303 6,352 6,398
後期(85歳～) 11,238 3,788 3,745 3,705

所得段階別被保険者数
第1段階 12,559 4,246 4,186 4,127
第2段階 7,094 2,399 2,365 2,330
第3段階 4,871 1,647 1,624 1,600
第4段階 5,084 1,719 1,695 1,670
第5段階 5,734 1,939 1,911 1,884
第6段階 7,881 2,665 2,627 2,589
第7段階 5,485 1,855 1,828 1,802
第8段階 2,472 836 824 812
第9段階 2,676 905 892 879
合計 53,856 18,211 17,952 17,693

50,408 17,046 16,802 16,560所得段階別加入割合補正後被保険者数（C）

第8期

単位：円 合計 令和3年度 令和4年度 令和5年度

標準給付費見込額（A） 16,881,541,653 5,599,975,824 5,587,666,056 5,693,899,773

1,843,167,234 617,372,289 614,387,756 611,407,189

4,306,683,044 1,429,990,066 1,426,472,377 1,450,220,601

878,718,480 291,590,837 290,930,369 296,197,274

1,449,592,000 500,370,000 479,453,000 469,769,000

調整交付金見込交付割合（H） 8.58% 8.24% 7.93%

後期高齢者加入割合補正係数（F） 0.9022 0.9178 0.9322

所得段階別加入割合補正係数（G） 0.9359 0.9359 0.9359

準備基金取崩額(J) 150,000,000

保険料収納必要額（L)=(D)+(E)-(I)-(J) 3,585,809,524

予定保険料収納率 99.20%

第8期　保険料基準額（年額） 71,712

  　　　　　　　　　（月額） 5,976

第8期

地域支援事業費（B)

第1号被保険者負担分相当額（D）

調整交付金相当額（E）

調整交付金見込額（I）
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【保険料基準額の算出フロー】 

 
 
 
 
 
 
 
  

 

＋調整交付金相当額 878,718,480 円 

－調整交付金見込額 1,449,592,000 円 

－準備基金取崩額 150,000,000 円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

  

Step１．標準給付費見込額＋地域支援事業費（第８期計画期間中） 

18,724,708,887 円…① 

Step２．第１号被保険者負担額相当分（第８期計画期間中） 

4,306,683,044 円（①×23％） 

Step４．所得段階別加入割合補正後被保険者数 50,408 人…③ 
（基準額の割合によって補正した第８期計画期間中の被保険者数） 

Step5．介護保険料（月額）の算定 5,976 円（年額 71,712 円） 
（3,585,809,524 円（②）÷ 99.20％ ÷ 50,408 人（③）÷ 12 ヶ月） 

Step３．保険料収納必要額（第８期計画期間中） 
3,585,809,524 円（収納率 99.20％で補正前）…② 

介護給付費準備基金の活用 

介護給付費が介護サービスの見込みを下

回った場合は、余剰金を介護給付費準備基

金に積み立てています。 

第８期計画では、この基金を取り崩して

保険料の急激な上昇を抑制します。 
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第４節 サービス資源（基盤）の整備に向けて 

１ サービス資源（基盤）の現状 

 

         



- 56 - 

２ 今後の施設整備等について 
 

第８期計画中に介護老人福祉施設等、新設の居住型施設の整備計画はありませんが、
古平町で令和３年度中に介護医療院の開設が予定されています。また、島牧村で居宅介
護支援事業所が令和６年度中に開設が予定されています。 

 
町村名 施設種別 整備 

区分 設置主体 整備 
床数 

サービス 
見込み量 

開設 
年月 整備理由 

島牧村 居宅介護支援 創設 島牧村社会 
福祉協議会 

 15 名 令和 6 年 
3 月頃 

小規模多機能居宅介
護を希望せず、他サ
ービス利用のニーズ
に対応するため 

古平町 介護医療院 改装 古平町 18 床 15 名程度 令和 3 年
度秋頃 

医療と介護が一体的
に受けられる施設が
最善であると判断し
たため 
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第５章 地域支援事業 
 

第１節 地域支援事業の実績 

地域支援事業は、被保険者が要介護等状態となることを予防し、社会に参加しつつ、地
域において自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とし、地域に
おける包括的な相談・支援体制や多様な主体の参画による日常生活の支援体制、在宅医
療と介護の連携体制及び認知症高齢者への支援体制の構築等を一体的に推進するもので
す。  

 

 
  

介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付（要支援１～２） 

地
域
支
援
事
業 

介護予防・日常生活支援総合事業（要支援１～２など） 
〇介護予防・生活支援サービス 
 ・訪問型サービス 
 ・通所型サービス 
 ・生活支援サービス（配食等） 

・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 
〇一般介護予防事業 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 
包括的支援事業（社会保障充実分） 
〇地域ケア会議の推進 
〇在宅医療・介護連携の推進 
〇認知症施策の推進（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等） 
〇生活支援サービスの体制整備（コーディネーターの配置、協議体の設置など） 

 

任意事業 
〇介護給付費適正化事業 
〇その他の事業（成年後見制度利用支援事業、福祉用具・住宅改修支援事業、 
         認知症サポーター等養成事業等） 
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１ 介護予防・日常生活支援総合事業 
 

平成 26 年の介護保険制度改正により、従来の介護予防訪問介護・介護予防通所介護は、
全国一律の基準に基づくサービスから住民等の多様な主体によるサービス提供により市
町村が効果的・効率的に実施することができる「介護予防・日常生活支援総合事業」へ移
行することとされました。  

総合事業では、従来、介護予防訪問介護・介護予防通所介護により提供されていた専門
的なサービスに加え、住民主体の支援等の多様なサービス、一般介護予防事業の充実を
図り、市町村の独自施策や民間企業により提供される生活支援サービスも活用すること
により、要支援者等の能力を最大限活かしつつ、要支援者等の状態等に応じたサービス
が選択できるようにすることが重要とされています。 

 

 

 

  
従来の要支援者 

要支援者 
介護予防・生活支援 
サービス事業対象者 

地域包括支援センターが 
介護予防ケアマネジメントを実施 

訪問看護、福祉用具等 
※全国一律の人員基準、運営基準 

介護予防・生活支援サービス事業 
①訪問型・通所型サービス 
②その他の生活支援サービス 
(栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応等) 
※事業内容は、市町村の裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準) 
 

一般高齢者等 

一般介護予防事業 
（要支援者等も参加できる住民運営の集いの場の充実等。すべての高齢者が対象。） 

介護予防 
給付 

総合事業 

要支援認定 基本チェックリスト 

＋ 

＋ 
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（１）介護予防・生活支援サービス事業 
 
要支援者等の多様な生活支援ニーズに対応するため、従来の介護予防訪問介護・介護

予防通所介護に相当するサービスに加え、住民主体の支援等を含め、多様なサービスを
制度の対象とするものです。 

 
 

【関係町村の取組状況・実績】 
平成 29 年 4 月から全ての関係町村において、総合事業が実施されています。 
多くの関係町村においては、訪問型サービス・通所型サービスともに現行の訪問介護・

通所介護相当のサービス提供を行っています。 
多様なサービスを実施している町村は以下のとおりです。 

 
町村 サービス 

島牧村 通所型サービス A 
喜茂別町 通所型サービス A、通所型サービス C 
京極町 訪問型サービス C 
泊村 通所型サービス A 
神恵内村 訪問型サービス A 

介護予防
生活支援 

 
事業 

訪問型サービス 
（第 1 号訪問事業） 

通所型サービス 
（第 1 号通所事業） 

その他の生活支援サービス 
（第 1 号生活支援事業） 

介護予防ケアマネジメント 
（第 1 号介護予防支援事業） 

②訪問型サービス A（ ） 

①訪問介護 

③訪問型サービス B（住民主体による支援） 

④訪問型サービス C（短期集中予防サービス） 

⑤訪問型サービス D（移動支援） 

①通所介護 

②通所型サービス A（ ） 

③通所型サービス B（住民主体による支援） 

④通所型サービス C（短期集中予防サービス） 

①栄養改善を目的とした配食 

②住民ボランティア等が行う見守り 

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる自立
支援に資する生活支援（訪問型サービス・通所
型サービスの一体的提供等） 

従来の訪問
介護相当 

多様な 
サービス 

従来の通所
介護相当 

多様な 
サービス 

（従来の要支援者） 
 
・要支援認定を受けた者
（要支援者） 

 
・基本チェックリスト 
該当者（介護予防・ 
生活支援サービス対象
事業者） 

※上記はサービスの典型例として示しているもの。市町
村はこの例を踏まえて、地域の実情に応じた、サービス
内容を検討する 
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（２）一般介護予防事業 
 
一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービスとの

役割分担を踏まえつつ、以下を目的に実施する事業です。 
 
 高齢者を年齢や心身の状況等に分け隔てることなく、住民主体の通いの場を充

実させ、人と人との繋がりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していく
ような地域づくりを推進すること 

 地域においてリハビリテーションに関する専門的知見を活かした自立支援に資
する取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生活できる地
域を構築することにより、介護予防を推進すること 

 
 

① 介護予防把握事業 
 
地域の実態・ニーズ調査により収集した情報の活用により、自宅での閉じこもりやう

つ病、栄養不足など何らかの問題を抱えた高齢者を早期に把握し、介護予防活動へ繋げ
ることを目的としたものです。 

 
 

【関係町村の取組状況・実績】 
令和元年度は 9 町村が実施しており、広域連合全体での対象者の把握実績は 535 件と

なっています。 
 
 

② 介護予防普及啓発事業 
 
介護予防に関する基本的な知識の普及を目的としたパンフレットの作成や講座の開催

を通じ、住民一人一人の主体的な介護予防活動を支援していく事業です。介護予防教室
や専門職を講師とした運動教室などが挙げられます。 

 
【関係町村の取組状況・実績】 

令和元年度における介護予防教室等への延べ参加人数は約 8,000 人となっています。 
 
 

③ 地域介護予防活動支援事業 
 
介護予防の知識を有した住民ボランティアの育成や活動支援など、ボランティアが地

域でより有意義な活動ができるよう支援する事業です。 

  



- 61 - 

【関係町村の取組状況・実績】 
令和元年度に地域の組織に対する支援等を行ったのは、5 町村で支援団体数は 40 団体、

延べ参加人数は約 5,500 人となっています。また、地域活動を実施したのは 4 町村で約
50 回、延べ参加人数は約 700 人となっています。ボランティアの養成等を実施したのは
京極町、仁木町で登録者数は約 90 名となっています。 

 
④ 一般介護予防事業評価事業 

 
各々の事業が適切かつ効率的に実施されているかどうか、その実態を把握し、総合事

業全体の改善を図る事業です。住民ボランティア活動への参加状況や認知度などが評価
されます。 

 
【関係町村の取組状況・実績】 

令和元年度に本事業を実施したのは、積丹町となっています。 
 
 

⑤ 地域リハビリテーション活動支援事業 
 
住民、介護職員などを対象とし、リハビリ専門職等による介護予防に向けた具体的な

助言を実施する事業です。 
 

【関係町村の取組状況】 
令和元年度に本事業を実施したのは、京極町、喜茂別町となっています。 
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２ 包括的支援事業 
 

包括的支援事業は、地域で暮らす高齢者の心身の健康保持と生活の安定のために必要
な援助を行うことで、地域住民の保健・医療の向上と福祉の増進を包括的に支援するも
のです。そして、事業推進の役割を担う中核拠点として、日常生活圏域（広域連合では町
村単位）ごとに地域包括支援センターを設置し、当センターを中核として、事業を実施し
ています。 

 
（１）地域包括支援センターの運営 
①  総合相談支援業務 

 
総合相談支援業務は、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を

継続していくことができるよう､地域における関係者とのネットワークを構築するとと
もに、高齢者の心身の状況や生活の実態に応じ必要な支援等を幅広く把握し、相談を受
けて、地域における適切な保健・医療・福祉サービスの利用につなげる支援を行うことで
す。 

 
【関係町村の取組状況】 

相談件数は、町村によってばらつきがありますが、広域連合全体でみると令和元年度
は約 2,000 件の相談がありました。 

 
 

② 権利擁護業務 
 
権利擁護業務は、地域の住民、民生委員、ケアマネジャーなどの支援だけでは十分に問

題が解決できない、適切なサービス等につながる方法が見つからない等の困難な状況に
ある高齢者が、地域において尊厳のある生活を維持し､安心して生活できるよう、専門的・
継続的な視点から、高齢者の権利擁護のために必要な支援を行うことを目的としていま
す。 

 
【関係町村の取組状況】 

具体的には、成年後見人制度や老人福祉施設等への利用支援、高齢者虐待への対応、困
難事例への対応、消費者被害の防止がありますが、令和元年度は 7 町村において成年後
見人制度の活用実績がありました。 
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③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 
 
包括的・継続的ケアマネジメント業務は、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるこ

とができるよう、ケアマネジャー、主治医、地域の関係機関等の連携、在宅と施設の連携
など、多職種の協働連携により、個々の高齢者の状況や変化に応じて、包括的かつ継続的
に支援していく業務で、地域における連携・協働の体制づくりとケアマネジャーに対す
る後方支援を行うことが目的となっています。 

 
【関係町村の取組状況】 

町村においてばらつきがありますが各種取組を推進しています。 
令和元年度における地域ケア会議の開催回数は 92 回となっています。 
 
 

④ 介護予防ケアマネジメント 
 
介護予防ケアマネジメントは、要支援者及び基本チェックリストの記入内容が事業対

象者と判断できる者に対して、自立支援を目的として、心身や置かれている環境等の状
況に応じ、訪問型サービス、通所型サービス、その他の生活支援サービスのほか、一般介
護予防事業や独自施策､民間企業が提供する生活支援サービスも含め、要支援者等の状況
にあった適切なサービスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事業で
す。 
 
【関係町村の取組状況】 

令和元年度は広域連合全体で介護予防ケアプラン作成が 5,003 件となりました。 
地域包括支援センターは、地域での包括的支援業務を担ううえで、中心的な活動拠点

としての機能が今後ますます求められていますが、それぞれの圏域での地域を取り巻く
状況や課題、住民ニーズも多様化し、それらに対応していくには、実施の体制や方法等が
課題となっています。 

そのため、地域の実情を的確に把握しながら運営方針を明確にし、適切なセンターの
運営を図るため、次の取組等について進めていきます。 

事業 内容 

広報・普及啓発 高齢者虐待の対応窓口の住民への周知徹底、地域包括支援センター等
の関係者への虐待防止に資する研修の実施等 

ネットワーク構築 早期発見・見守り、保健医療福祉サービスの介入支援、関係機関介入
支援等を図るためのネットワークの構築 

行政機関連携 成年後見制度の町村長申立、警察署長に対する援助要請等、措置を講
ずるために必要な居室の確保等に関する関係行政機関等との連携、調整 

相談・支援 

虐待を行った養護者の不安や悩みを聞き助言等を行う相談機能の強
化・支援体制の充実、発生した虐待の要因等を分析し、再発防止。介護事
業者等に対し、養介護施設従事者等への研修やストレス対策を適切に行
うよう求めることが重要である。 
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（２）生活支援体制整備事業 
 
生活支援コーディネーターを配置し、既存の取組・組織等を活用しながら、資源開発、

関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとボランティア等のサービス提供主体のマ
ッチング等のコーディネート業務を実施することで地域の生活支援体制を整備するため
の事業です。 

 
【関係町村の取組状況】 
第 7 期計画期間中に、全町村において協議体を設置し、生活支援コーディネーターを

配置しています。なお、生活支援コーディネーターについては、自治体や社会福祉協議
会、地域包括支援センターの職員が兼務する関係町村が多くなっています。 

 
 

（３）認知症総合支援事業 
 
保健・医療・福祉の様々な分野の専門職が、初期の段階で認知症による症状の悪化防止

のための支援や、認知症のかたやその疑いのあるかたに対して、総合的な支援を行うた
めの事業です。 

 
 

【関係町村の取組状況】 
町村においてばらつきがありますが各種取組を推進しています。 
認知症初期集中支援チームの設置等の体制整備はすべての関係町村で実施済です。 
 
認知症の容態に応じたサービスを受けられる仕組みの構築、認知症の人を介護する人

への支援、認知症の人やその家族の視点に立った施策の推進等が求められています。そ
のため、関係町村の実施体制等を踏まえ、認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）
に沿って、次の事業を進めていきます。 
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事業 内容 

認知症への理解を深める
ための普及・啓発 

認知症サポーターの養成や活動の支援など、社会全体で認知症
の人を支える基盤の整備の取組を推進する。 

認知症の容態に応じた適
時・適切な医療・介護等の
提供 

必要な医療・介護等が適切に提供される体制整備、医療・介護
等に携わる人材の認知症対応力向上のための取組を推進する
とともに、認知症初期集中支援チームや認知症地域支援推進員
について活用を図り、地域の実情に応じた体制整備を推進す
る。 

認知症の人の介護者への
支援 

地域の実情に応じた認知症カフェ等の設置を推進し、精神的・
身体的負担を軽減する観点からの支援や、介護者の生活と介護
の両立を支援する取組を推進する。 

認知症の人を含む高齢者
にやさしい地域づくり 

地域での見守りの体制整備を進めるとともに、権利擁護の取組
の推進、市民後見人の育成・活用、支援体制の整備等を推進す
る。 

認知症の人やその家族の
視点を重視 

初期段階の認知症の人のニーズ把握や生きがい支援など、認知
症の人やその家族の視点を重視した取組を進める。 

 
 
（４）在宅医療・介護連携の推進 

 
医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最後まで続けることができるよう、在宅医療と介護サービスを一体的に提供す
るために、居宅に関する医療機関と介護サービス事業者などの関係者の連携を推進する
ことを目的としています。 

 
【関係町村の取組状況】 
町村においてばらつきがありますが各種取組を推進しています。 
具体的には、下表に示す 8 つの取組がありますが、多くの関係町村においては、地域

ケア会議等、既存の取組が該当するものもあります。 
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事業 内容 

医療・介護の資源の把握 地域の医療機関の分布、医療機能を把握し、リスト・マップ化 

在宅医療・介護連携の課題の
抽出と対応策の検討 地域の医療・介護関係者等が参画する会議を開催 

切れ目のない在宅医療・介護
の提供体制構築推進 

地域の医療・介護関係者の協力を得て、在宅医療・介護サービス
の提供体制の構築を推進 

医療・介護関係者の情報共有
支援 

情報共有シート、地域連携パス等の活用により、医療・介護関係
者の情報共有を支援 

在宅医療・介護連携に関する
相談支援 

在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置・運営により、連携
の取組を支援 

医療介護関係者の研修 介護職を対象とした医療関連の研修会を開催 

地域住民への普及啓発 在宅での看取りについての講演会の開催、在宅医療・介護サービ
スに関するパンフレット・チラシ等の配布 

在宅医療・介護連携に関する
関係市区町村の連携 

複数の関係市町村が連携して、広域連携が必要な事項について
協議 

 
 

３ 任意事業 

（１）介護に取り組む家族等への支援 
 
介護に取り組む家族等の負担軽減など、介護認定等を受けた当事者のみならず介護者

に対する支援の充実が求められています。地域に住む認知症高齢者の見守りをはじめ、
家族介護に必要な知識や技術の習得の支援、家族介護等の身体的・精神的・経済的負担を
軽減するなど、家族介護に必要な知識や環境を提供する家族介護支援事業があります。 

 
【関係町村の取組状況】 
家族介護支援事業については、令和元年度は 3 町村が実施しています。また、2 町村が

介護用品を支給しています。また、給食サービスや医療救急情報キットを配布している
町村もあります。 

 
  



- 67 - 

（２）自立支援、介護予防・重度化防止 
 
高齢者が地域社会において自立した生活を営むためには、生活機能の維持だけでなく、

生きがいを持って日常生活を過ごすことが重要です。 
具体的には、高齢者が趣味や特技、サークル活動等を通じて地域社会と交流できる場、

高齢者がこれまでに得た技能や経験を活かしたボランティア活動を通じて、地域や社会
を構成する一員として社会貢献できる場を提供することや、高齢者が他の高齢者のため
の見守り、声かけや食事の提供等の生活支援サービスの担い手となることで、高齢者の
日常生活上の支援体制の充実・強化と高齢者の社会参加の推進を一体的に図り、要介護
状態等になることをできる限り予防することが重要です。   
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第２節 関係町村による取組状況や広域連合へのニーズ調査結果 

１ 地域支援事業等の実施状況と自己評価 

（１）地域包括ケアシステム構築に向けた目標設定や共有について 
 

地域包括ケアシステムの構築に向けて PDCA に基づく事業展開が求められる中、町村
として、地域包括ケアシステムの構築や自立支援・重度化防止の目的や目標、目標の達成
に向けた方向性を明確にし、関係者や住民と共有することについては、ほとんどの町村
で実施できていない状況です。 

 
【実施状況】 

 
 

【自己評価】 

 
  

項目 選択肢 回答

１．目的・目標等を明確にし、関係者等と共有している 4

２．必要性はあるが、特に目的・目標等を明確にしていない 12

３．必要性はないため、目的・目標等を目標設定していない 0

１．明確に目標設定し、関係者と共有している 2

２．必要性はあるが、特に明確に目標設定していない 13

３．必要性はないため、目標設定していない 1

１．目標量を設定している 0

２．目標量の設定に向けて準備・検討を進めている 5

３．特に準備・検討を進めていない 11

関係町村として、地域包括ケアシステムの構築の目的や目
標、目標の達成に向けた方向性を明確にし、関係者や住民と
共有しているか？

自立支援・重度化防止に向けた評価指標や目標量を設定して
いるか？

自立支援・重度化防止を町村の目標として明確に位置付け、
関係者と共有しているか？

関連成果指標 点数 回答
1点 3
2点 8
3点 4
4点 0
5点 1
1点 3
2点 6
3点 7
4点 0
5点 0

要介護・要支援の変化など、自立・重度化防止が実現した
高齢者数

要支援・要介護認定率や、要支援者・要介護１認定者の要
介護度、ADL／IADL等の変化など
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（２）介護予防・生活支援サービス事業等 
 
介護予防・生活支援サービス事業のうち、訪問型・通所型 B、訪問型・通所型 C の実

施割合は低い状況にあります。これらのサービスの担い手となる住民団体やリハビリテ
ーション専門職が確保できないことが、最大の要因となっていると考えられます。 
要支援者や総合事業対象者の抽出については、体系的・網羅的に進めている町村はわ

ずかであり、多くは体系的・網羅的ではないが進めている状況にあります。 
一方、これらのサービスに類似する内容を、後述する一般介護予防事業において取り

組んでいる町村も存在しています。 
 

【実施状況】 

 
 

【自己評価】 

 
 
  

項目 選択肢 回答

１．明確に目標設定し、関係者と共有している 3

２．必要性はあるが、特に明確に目標設定していない 12

３．必要性はないため、目標設定していない 1

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 2

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 2

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 9

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 1

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 2

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 10

訪問型・通所型サービスB（住民主体による支援）、訪問型・
通所型C（短期集中型サービス）あるいはこれらに類似する取
組など、多様なサービスの創出を目標として設定している
か？

訪問型・通所型サービスCまたは類似の取組を実施している
か？

訪問型・通所型サービスBまたは類似の取組を実施している
か？

関連成果指標 点数 回答
1点 8
2点 5
3点 1
4点 1
5点 0
1点 13
2点 0
3点 2
4点 1
5点 0
1点 3
2点 2
3点 5
4点 6
5点 0

総合事業対象者のうちサービスに繋げた高齢者数

訪問型・通所型サービスBや類似事業の参加者数

訪問型・通所型サービスCや類似事業の参加者数
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（３）一般介護予防事業等 
 
町村において、高齢者が集まり、地域包括支援センターの職員等が関わりながら、運動

や健康づくりに関する普及啓発等を目的とした通いの場が設置されています。 
一部の町村では、地域リハビリテーション活動支援事業として、町内外のリハビリテ

ーション専門職と連携し運動機会を提供するほか、自宅や通いの場（通所介護も含む）に
おける参加者（利用者）の個別機能評価やアドバイスを実施するなど、訪問・通所型 Cサ
ービスの一部の機能を担っています。 
また、住宅改修の評価にリハビリテーション専門職を活用する町村もみられています。 
一方、全体的には町村内にリハビリテーション専門職がいなかったり、町村外の外部

リハビリテーション専門職と連携する場合もその頻度（回数）に限界があり、介護予防に
向けてリハビリテーション専門職を十分活用できている町村は少ない状況にあります。 

 
【実施状況】 

 
 

【自己評価】 

 
 
 

  

項目 選択肢 回答

１．既に体制は充実している 5

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 6

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 5

１．既に体制は充実している 3

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 6

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 7

福祉用具や住宅改修の利用に関しリハビリテーション専門職
が関与する仕組みを設けているか？

介護予防の場（通いの場等）にリハビリテーション専門職等
が関与する仕組みを設けているか？

関連成果指標 点数 回答
1点 9
2点 2
3点 3
4点 1
5点 1

リハビリテーション職が関与した住民主体の通いの場に参
加した高齢者数
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【町村における一般介護予防事業等の内容（リハ職との連携を中心に）】 

  
現状におけるリハビリテーション職との連携状況 

町村内での 
リハ職確保 （自治体内・外問わず）リハビリテーション職が関わっている事業内容 

島牧村  × 

【一般介護予防事業】 
◆一歩倶楽部 
・町内のヘルパーと保健師が、週 1回通いによる介護予防を実施。 
・北海道在宅ケア事業団の理学療法士が利用者個々のメニュー作成、 
ヘルパー等への指導方法の助言、評価に関わっている。 

◆理学療法士派遣事業 
・一歩倶楽部のほか、通所介護利用者の機能訓練や住宅改修に係る助言を 
得るため、外部から理学療法士の派遣を年 5回程度を受けている。 

黒松内町  〇  社会福祉法人黒松内つくし園の通所リハ・訪問リハなど、居宅サービスは充実。 
 訪問リハ・通所リハ以外の事業へ同リハ職を派遣することに問題はない。 

蘭越町  × 【地域ケア会議】 
・昆布温泉病院の理学療法士、作業療法士に参画してもらっている。 

ニセコ町  × 
【一般介護予防事業】 
・札幌市の NPO 法人リライフに委託し、年 10 回程度作業療法士を派遣しても
らい貯筋教室（通所型介護予防教室）を運営（集団・個別の指導、随時個別訪問
も実施）。 

真狩村  × 

【一般介護予防事業】 
・いきいきクラブ（通所型介護予防事業）では、運動器や口腔機能の向上、閉じ
こもり予防に向けた取組を実施しており、倶知安町にある老人保健施設ろっか
えんから、リハ職を派遣を受けている。 

留寿都村  × 
【一般介護予防事業】 
・洞爺協会病院から理学療法士に来てもらい、介護予防教室（運動器機能向上）
を年に 11回開催。そのうち 3回は倶知安から歯科衛生士が来て口腔教室を開催
している。 

喜茂別町  〇 

【介護予防・生活支援サービス】 
 社会福祉法人渓仁会に委託し、通所 Cを実施していたが、送迎がないことな
どから利用者が少なかったため中止し、通所 Aを開始。今後、週 1回渓仁会
の作業療法士による個別訓練や評価を導入する予定。 

【一般介護予防事業】 
 通所 Cと同じ場所で「はちまる運動」を実施。通所 Cと同じリハ職が関わっ
ているため、通所 Cの卒業の受け皿となりやすかった。 

【地域ケア会議】 
 訪問 C利用者のケース会議でリハ職に昨年 1回参加してもらった。 
【その他】 
 住宅改修も同じリハ職に助言してもらい、効果が見込めたため、拡充の意向
がある。 
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京極町  〇 

【一般介護予防事業】 
 北海道リハビリテーション専門職協会（以下、HARP）を通じて、自立支援型
地域ケア個別会議の助言者として理学療法士の派遣を依頼。 
 作業療法士は町独自に所属医療機関に派遣依頼。 
 言語聴覚士は地区担当不在のため依頼できず。 
 作業療法士と年 4回のアドバイザー契約を結び、介護予防センターやデイサー
ビススタッフに対する助言や勉強会の開催。 
 作業療法士に年 2回リハビリ訪問と称し、包括・居宅利用者への直接支援とケ
アマネジャーに対する助言指導を実施。 
 介護予防センターに理学療法士が常勤しており、居宅・包括利用者等の福祉用
具の選定や住宅改修、身体機能評価などに訪問や来所で対応してくれる。 
 理学療法士が、デイサービススタッフに対しリハビリに関する助言指導も実
施。 
 理学療法士が、地域ケア推進会議に参加。 

倶知安町  〇 

通所リハ、訪問リハ、通所介護（機能訓練型）など居宅サービスはある程度充実
している。 
【地域ケア会議】 
・要支援者のうち自立が見込める高齢者を対象に、専門家を招聘しアドバイス
を受ける。（アドバイス内容をケアプランに反映することが困難に感じる） 

共和町  ×  ― 

泊村  × 居宅サービスで、岩内町の訪問看護と訪問リハ、デイケアを利用している村民が
いるが、枠が限られており、需要を満たしていない状況。 

神恵内村  × 【地域ケア会議】 
 HARPとの連携により、毎回、理学療法士の参加を得られている。 

積丹町  × 

【一般介護予防事業】 
 転倒予防教室を開催。3ヶ月に 1度、古平町の作業療法士に来てもらい、参加
者ごとに家でできる運動メニューを作成し、地域包括支援センターで実施前後
の写真を含めて結果を作成し本人に渡している。利用者によっては、通所サー
ビスの中でそのメニューを取り組んでもらうこともある。 

古平町  〇 【一般介護予防事業】 
町内の作業療法士に来てもらい転倒予防教室を開催。 

仁木町  × 

【一般介護予防事業】 
 小樽市にある札樽すがた医院の理学療法士に来てもらい、5地区において 2ヶ
月に 1回「リハビリ caféニキボー」を実施。 
 理学療法士の役割は個別の体重、姿勢など体の状態を確認し、講義、運動、カ
フェと個別相談。最後に姿勢などを再度評価する。 
 リハ職が入ると参加者のモチベーションが変わってくる。また、デイサービス
や老人クラブやサークルなどに出なくなった人も出てくるようになり、地区ご
とによる開催でコミュニティが活性化した。 
 その他、健康運動指導士と連携し、「いきいきクラブ」「フォローアップ教室」
「通所型短期集中予防教室」を実施。 

赤井川村  × 

 地域包括支援センターの委託先（老人保健施設ろっかえん（倶知安町））にリ
ハ職がいる。 
 リハ職の派遣は昨年度の段階で話に出ており、地域ケア会議にはリハ職の参加
は必ず行う予定となっている（現在はコロナ対策のため不参加）。 
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【広域連合として取り組む必要性】 
介護予防の場にリハビリテーション専門職等が関与する仕組みに広域連合が関わる必

要性については、6 町村が「ややそう思う」としています。 
 

 
 
一般介護予防事業における通いの場は、通所介護のように基本的には送迎がついてい

ないため、交通利便性の高い中心部での開催が多いが、郡部の高齢者の利用促進に向け
て、会場をその都度変えて出前講座のような形態で実施する事例もみられています。 
一方、全般的に参加する高齢者は固定化されている傾向になり、参加者の中心は女性

が多くなっています。 
また、高齢者の介護予防と地域の担い手確保の観点から、国において推進している高

齢者の就労支援については、ほとんど実施されていない状況ですが、高齢者が一次産業
の担い手として活躍している町村もみられています。 
こうした高齢者の社会参加を促進する手段として個人の社会参加に対する取組にイン

センティブを付与する取組事例が全国各地で見られていますが、こうした取組について
はほとんどの町村では準備・検討まで至っていない状況にあります。 
 
 
【実施状況】 

 
 

また、国において「高齢者の保健事業と介護予防の一体化」を推進するなか、国保担当
部門と連携した通いの場において高齢者の健康チェックや栄養指導・口腔ケア等につい
ては、多くの町村において準備・検討段階、あるいは準備・検討を進めていない状況にあ
ります。 

 

  

項目 選択肢 回答

１．そう思う 0
２．ややそう思う 6
３．どちらともいえない 4
４．あまりそう思わない 4
５．まったくそう思わない 0

介護予防の場（通いの場等）にリハビリテーション専門
職等が関与する仕組みを設けているか？

項目 選択肢 回答

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 0

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 0

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 15

１．地域支援事業の枠組みで既に実施済で、拡充に向けて準備・検討 1

２．地域支援事業の枠組みで既に実施しているが、拡充の予定はない 0

３．地域支援事業の枠組み以外で既に実施している 2

４．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 3

５．実施しておらず、準備・検討も進めていない 10

高齢者の就労的活動の促進に取り組んでいるか？（例　介護
助手等として施設とマッチングするなど）

高齢者の社会参加を促すため個人へのインセンティブを付与
する仕組み（地域支援事業に限らない）があるか？
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【実施状況】 

 
 

【自己評価】 

 
 
 

  

項目 選択肢 回答

１．既に体系的・網羅的に進めている 0

２．体系的・網羅的ではないが進めている 2

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 9

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 5

国保担当部門と連携し、通いの場において高齢者の健康
チェックや栄養指導・口腔ケア等を実施しているか？【保健
事業と介護予防の一体化】

関連成果指標 点数 回答
1点 14
2点 2
3点 0
4点 0
5点 0

介護助手等として就労支援した高齢者数
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（４）地域包括支援センターの運営 
① 人材の配置状況 

 
地域包括支援センターに配置される専門職に関する人材不足の状況については、多く

の町村では、職員配置という側面では体制は整備されているとの回答が多いですが、介
護予防ケアマネジメントの業務量が過大となっていたり、総合相談事業等についても、
他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない状況となっています。 
一方、居宅介護支援事業所へのケアプラン作成委託や、自治体保健師との連携による

高齢者の情報収集、民生委員との連携による見守り等により業務量の軽減等に繋げてい
る町村もみられます。 

 
【実施状況】 

 
 
【地域包括支援センターの職員配置（令和元年度）】 

 町村 運営 合計 保健師 社会福祉士 主任ケアマネジャー その他 

島牧村 委託（社協以外） 3 0 0  1 2 

黒松内町 委託（社協） 2 0 1 1 0 

蘭越町 直営 4 1 0 1 2 

ニセコ町 直営 3 2 0  0  1 

真狩村 委託（社協以外） 3 1 1 1 0 

留寿都村 直営 4 2 0  0  2 

喜茂別町 直営 1 1 1 1 1 

京極町 委託（社協） 5 2 1 1 1 

倶知安町 直営 5 2 1 1 1 

共和町 直営 2 1 0  1 0  

泊村 直営 4 1 0 1 2 

神恵内村 委託（医療法人） 1 0  1 0  0  

積丹町 直営 6 1 1 1 3 

古平町 直営 6 3 2 0 1 

仁木町 直営 4 3 0  0  1 

赤井川村 委託（医療法人） 4 1 1 1 1 
※ 町村によっては、職員が複数の職種を兼務している場合がある 

  

項目 選択肢 回答

１．既に体制は充実している 7

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 4

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 5

１．既に体制は充実している 11

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 3

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 2

介護予防ケアプラン作成業務等の体制は十分か？

地域包括支援センターの体制充実（専門職の配置等）は十分
か、体制整備に向けて具体的な取組を進めているか？
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【地域包括支援センター業務の運営課題】 

  

業務名 選択肢 回答 業務名 選択肢 回答

１．職員の力量が不足している 4 １．職員の力量が不足している 4
２．職員数が不足している 8 ２．職員数が不足している 5
３．職員が定着しない 2 ３．職員が定着しない 3
４．業務量が過大である 8 ４．業務量が過大である 4
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 10 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 11
６．関係機関との連携が十分ではない 3 ６．関係機関との連携が十分ではない 8
７．専門職の確保・連携に課題がある 1 ７．専門職の確保・連携に課題がある 2
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1 10．特に運営上の課題はない 1
１．職員の力量が不足している 7 １．職員の力量が不足している 2
２．職員数が不足している 7 ２．職員数が不足している 7
３．職員が定着しない 4 ３．職員が定着しない 2
４．業務量が過大である 3 ４．業務量が過大である 6
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 8 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 10
６．関係機関との連携が十分ではない 4 ６．関係機関との連携が十分ではない 4
７．専門職の確保・連携に課題がある 5 ７．専門職の確保・連携に課題がある 5
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 3 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 1
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 2 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1 10．特に運営上の課題はない 2
１．職員の力量が不足している 5 １．職員の力量が不足している 5
２．職員数が不足している 7 ２．職員数が不足している 6
３．職員が定着しない 3 ３．職員が定着しない 2
４．業務量が過大である 5 ４．業務量が過大である 5
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 10 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 12
６．関係機関との連携が十分ではない 2 ６．関係機関との連携が十分ではない 3
７．専門職の確保・連携に課題がある 3 ７．専門職の確保・連携に課題がある 4
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1 10．特に運営上の課題はない 2
１．職員の力量が不足している 3 １．職員の力量が不足している 2
２．職員数が不足している 5 ２．職員数が不足している 6
３．職員が定着しない 1 ３．職員が定着しない 1
４．業務量が過大である 7 ４．業務量が過大である 5
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 6 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 12
６．関係機関との連携が十分ではない 0 ６．関係機関との連携が十分ではない 3
７．専門職の確保・連携に課題がある 3 ７．専門職の確保・連携に課題がある 6
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 1 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 1 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 1
10．特に運営上の課題はない 4 10．特に運営上の課題はない 2
１．職員の力量が不足している 5 １．職員の力量が不足している 4
２．職員数が不足している 8 ２．職員数が不足している 7
３．職員が定着しない 2 ３．職員が定着しない 1
４．業務量が過大である 4 ４．業務量が過大である 8
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 11 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 9
６．関係機関との連携が十分ではない 7 ６．関係機関との連携が十分ではない 3
７．専門職の確保・連携に課題がある 5 ７．専門職の確保・連携に課題がある 4
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1 10．特に運営上の課題はない 2
１．職員の力量が不足している 5 １．職員の力量が不足している 2
２．職員数が不足している 8 ２．職員数が不足している 5
３．職員が定着しない 2 ３．職員が定着しない 1
４．業務量が過大である 4 ４．業務量が過大である 4
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 9 ５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 11
６．関係機関との連携が十分ではない 5 ６．関係機関との連携が十分ではない 2
７．専門職の確保・連携に課題がある 5 ７．専門職の確保・連携に課題がある 3
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2 ８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 2
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 1 ９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1 10．特に運営上の課題はない 4
１．職員の力量が不足している 5
２．職員数が不足している 6
３．職員が定着しない 2
４．業務量が過大である 3
５．他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない 11
６．関係機関との連携が十分ではない 7
７．専門職の確保・連携に課題がある 7
８．実施に向けた意欲・モチベーションが低い 3
９．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 0
10．特に運営上の課題はない 1

⑦在宅医療・介
護連携推進事業
にかかわる業務

⑥地域ケア会議
推進事業にかか
わる業務

⑤多職種協働に
よる地域包括支
援ネットワーク
の構築にかかわ
る業務

④介護予防ケア
マネジメント業
務

➂包括的・継続
的ケアマネジメ
ント支援業務

⑫指定介護予防
支援事業にかか
わる業務

⑬任意事業にか
かわる業務

②権利擁護業務

⑧生活支援体制
整備事業にかか
わる業務

⑨認知症総合支
援事業にかかわ
る業務

⑩介護予防・日
常生活支援総合
事業にかかわる
業務

⑪一般介護予防
事業にかかわる
業務

①総合相談支援
業務
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② 高齢者における保健・医療・介護等に関する情報把握 
 
小規模町村ほど、専門職における高齢者との顔の見える関係性が構築されており、地

域の関係機関と連携し個々の高齢者の情報を集約し共有する仕組みを導入することで、
要介護認定を受けていない高齢者も含めて、介護予防や生活支援が必要な高齢者の把握
が進んでいます。 
地域包括支援センターと役場の健康づくり担当部署が隣接するなど、専門職同士の情

報交換がしやすい環境の町村は、高齢者の情報を持つ複数専門職での情報共有が進む事
例もみられますが、関係者の理解が進むようにこれらの情報を分析したり、体系的に可
視化する取組はあまり進んでいません。このため、国保データベース（KDB）や地域包
括ケア「見える化」システム等の既存のデータベースやシステムの活用は十分進んでい
ない状況にあります。 
また、地域包括支援センターの認知度は高まっているものの、要介護認定時や介護が

必要な状況になってから高齢者や家族からの相談が多い状況となっています。 
 

【実施状況】 

 
 
  

項目 選択肢 回答

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 4

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 2

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 8

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 6

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 4

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 4

１．既に体系的・網羅的に進めている 4

２．体系的・網羅的ではないが進めている 6

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 5

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 1

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 9

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 2

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 3

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 9

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

１．既に体系的・網羅的に進めている 1

２．体系的・網羅的ではないが進めている 8

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 6

通いの場への参加が必要な高齢者（総合事業対象者等）に対
し、参加を促進する方法を明確にし、取組を実施している
か？

介護予防の取組によって自立・重度化防止が見込まれる高齢
者の抽出を行い、関係者で共有しているか？

相談事例の適切な進捗管理のため、住民等からの相談を終結
する目安の設定を行っているか？

個々の介護予防ケアプラン等を確認したり、KDB や見える化
システム等既存のデータベースやシステムを活用して介護予
防の取組に係る課題の把握しているか？

通いの場への参加が必要な高齢者（総合事業対象者等）を把
握しているか？

総合事業に繋げる住民の掘り起こしは十分取り組めている
か？（相談件数や団体などとの連携体制の観点から）
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【自己評価】 

 
 
 

③ 介護事業者との連携 
 
介護事業者や事業所のケアマネジャーとの接点をつくり、日常的な個別指導や助言、

相談ニーズを把握し、対応することについては一定程度実施できています。 
一方、多くの町村では、介護サービス事業者や施設を対象とした利用者の自立支援・重

度化防止に向けた情報収集や評価については、実施していません。 
また、ケアマネジャーを対象とした研修会・事例検討会等については、半数が実施して

いませんが、これらの町村については、広域連合が主催する研修会に参加することで対
応していると考えられます。 
 
【実施状況】 

 
 

  

関連成果指標 点数 回答
1点 5
2点 2
3点 7
4点 2
5点 0
1点 4
2点 4
3点 8
4点 0
5点 1
1点 0
2点 3
3点 6
4点 6
5点 1

介護予防の取組により自立・重度化防止が見込まれる高齢
者の把握数

地域包括支援センターへの相談実人数

通いの場への参加が必要な高齢者の把握数

項目 選択肢 回答

１．既に体系的・網羅的に進めている 0

２．体系的・網羅的ではないが進めている 4

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 11

１．既に体系的・網羅的に進めている 6

２．体系的・網羅的ではないが進めている 10

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 0

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 0

１．既に体系的・網羅的に進めている 3

２．体系的・網羅的ではないが進めている 4

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 8

介護サービス事業所や施設を対象に、自立支援・重度化防止
に関連する情報を収集し評価しているか？（専門職の有無や
加算の取得状況、事業所等による独自の取組など）

ケアマネジャーを対象とした研修会・事例検討会等を実施し
ているか？

介護事業所等のケアマネジャーとの接点を作り、日常的な個
別指導や助言、相談ニーズを把握し、対応できているか？
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【自己評価】 

 
 
 
【広域連合として取り組む必要性】 
介護サービス事業所や施設を対象に、自立支援・重度化防止に関連する情報を収集し

評価する取組について、広域連合が関わる必要性については、9 町村が「そう思う」「や
やそう思う」としています。 
また、同じくケアマネジャーを対象とした研修会・事例検討会等を実施については、

15 町村が「そう思う」「ややそう思う」としています。 
 

 
 
 
（５）自立支援型地域ケア会議の開催 

 
地域ケア会議自体は、おおむね定期的に開催されており、助言者として位置付けられ

る多職種の専門職の参加はある程度進んでいる状況です。 
一方、前述のとおり、町村として高齢者の自立支援・重度化防止に向けた目標やその達

成に向けた方向性等を明確にし、これらを関係者や住民と十分共有できていない状況と
なっています。 
このことから、自立支援・重度化防止の観点に立ったアセスメントを行い、多職種と連

携してケアマネジメントの質の向上を推進することを目的とした自立支援型の地域ケア
会議を十分実施できていない町村が多くなっています。 
このため、いくつかの町村では、外部の専門家と連携し、自立支援型地域ケア会議の進

め方について検討をはじめています。 

  

関連成果指標 点数 回答
1点 2
2点 4
3点 8
4点 2
5点 0

居宅介護支援事業所への指導・助言等の件数

項目 選択肢 回答
１．そう思う 3
２．ややそう思う 6
３．どちらともいえない 4
４．あまりそう思わない 2
５．まったくそう思わない 0
１．そう思う 5
２．ややそう思う 10
３．どちらともいえない 0
４．あまりそう思わない 0
５．まったくそう思わない 0

介護サービス事業所や施設を対象に、自立支援・重度化
防止に関連する情報を収集し評価しているか？（専門職
の有無や加算の取得状況、事業所等による独自の取組な
ど）

ケアマネジャーを対象とした研修会・事例検討会等を実
施しているか？
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個別会議については、困難事例を中心に検討している町村は多い状況ですが、介護予
防や自立支援を目的とし要支援者や総合事業対象者を対象とした検討は十分ではなく、
事例検討対象の抽出基準などが確立されていないこともその理由としてあげられていま
した。 
また、個別会議の内容によっては、専門職としてリハビリテーション専門職や管理栄

養士等の参加が必要なケースがありますが、町村内で確保できないことも課題としてあ
げられていました。 

 
【実施状況】 

 
 
 
【自己評価】 

 
 
 
 
 

項目 選択肢 回答

１．明確に目標設定し、関係者と共有している 3

２．必要性はあるが、特に明確に目標設定していない 12

３．必要性はないため、目標設定していない 1

１．町村内に専門職がいるため、対応できている 1

２．町村内に専門職はいない（少ない）が、対応できている 9

３．町村内に専門職がいない（少ない）ため、体制整備の検討を進めている 6

４．町村内に専門職がいない（少ない）が、体制整備は特に検討していない 0

１．既に体系的・網羅的に進めている 3

２．体系的・網羅的ではないが進めている 7

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 4

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

１．既に手法・ノウハウは確立している 2

２．手法・ノウハウは確立しておらず、確立に向けて準備・検討を進めている 11

３．手法・ノウハウは確立しておらず、確立に向けて準備・検討を進めてない 3

１．既に体系的・網羅的に進めている 1

２．体系的・網羅的ではないが進めている 7

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 6

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

「自立支援型」の地域ケア会議の運営を町村の基本方針とし
て明確に位置付け、関係者と共有しているか

地域ケア会議において助言者として位置付けられる専門職等
多職種の参加体制は十分か？

個別のケアプランから派生し、地域の課題について積極的に
議論しているか？

地域ケア会議を円滑かつ効果的に実施するための事前準備や
当日のファシリテーション、終了後の結果共有方法のノウハ
ウは十分か？

地域ケア会議で検討した個別事例について、その後の変化等
をモニタリングするルールや仕組みを構築し、実行している
か？

関連成果指標 点数 回答
1点 3
2点 4
3点 3
4点 6
5点 0
1点 10
2点 3
3点 3
4点 0
5点 0

多様な専門職の参加者数

自立支援型ケアプランの作成数（多職種が関わったケアプ
ラン等）
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【広域連合として取り組む必要性】 
地域ケア会議において助言者として位置付けられる専門職等多職種の参加体制の構築

に向けて、広域連合が関わる必要性については、8 町村が「そう思う」「ややそう思う」
としています。 

 

 
 

 
（６）在宅医療・介護連携推進事業 

 
小規模の町村が多いこともあり、地域の医療・介護の資源の把握や共有、また、前述の

とおり、専門職間の情報共有により医療・介護の両方を必要としている高齢者の把握は
一定程度進んでいると考えられます。 
また、医療・介護関係者との連携体制については、地域ケア会議の開催や通常業務など

を通じて、顔の見える関係づくりはおおむね進んでいると考えられます。 
一方、医療資源（診療所・在宅療養診療所・歯科診療所等）や介護資源（訪問看護事業

所など）が十分ではないことや、医療・介護関係者間の円滑な情報共有、医療・介護関係
者の資質向上や在宅医療・介護連携の理解の深化などに繋がる取組は十分実施できてい
ない状況にあります。 
岩内協会病院や余市協会病院では、高齢者の入退院時の情報共有を推進する取組が進

みはじめているが、介護保険を利用していない町村の高齢者（＝ケアマネジャーが関わ
っていない高齢者）が札幌等の医療機関に入院している場合、高齢者の入退院に係る情
報が地域包括支援センターに、退院後に情報が伝達されるなど、退院後の高齢者の在宅
生活に対するスムーズな介入が実施できず、機能低下につながるケースも見受けられま
す。 
一方、羊蹄地域では、域内の保健師等を対象とした研修の場である「羊蹄地域ケアネッ

トワーク研究会」が開催されています。 
 

  

項目 選択肢 回答
１．そう思う 1
２．ややそう思う 7
３．どちらともいえない 4
４．あまりそう思わない 3
５．まったくそう思わない 0

地域ケア会議において助言者として位置付けられる専門
職等多職種の参加体制は十分か？
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【実施状況】 

 
 
【自己評価】 

 
 
 

【広域連合として取り組む必要性】 
医療・介護関係の多職種が合同で参加するグループワークや事例検討など参加型の研

修会の開催について広域連合が関わる必要性については、11 町村が「そう思う」「ややそ
う思う」としています。 
具体的には、羊蹄山麓の基幹病院である倶知安厚生病院と連携した事業の進め方や、

医療福祉に関する人材確保、育成、定着支援のための研修やケアカフェの実施など、町村
単独で地域課題を解決していくことが困難な課題について検討できる場があるとありが
たいという意見も挙げられていました。 

 

 
 
  

項目 選択肢 回答

１．既に体系的・網羅的に進めている 0

２．体系的・網羅的ではないが進めている 3

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 8

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 5

１．既に体系的・網羅的に進めている 3

２．体系的・網羅的ではないが進めている 5

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 5

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 3

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 5

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 5

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 5

KDBの活用など医療・介護ニーズを併せ持つ高齢者を把握す
るための体系的な仕組みはあるか？

医療・介護関係者間の情報共有ツールの整備・活用を進めて
いるか？

医療・介護関係の多職種が合同で参加するグループワークや
事例検討など参加型の研修会を、開催又は開催支援している
か？

関連成果指標 点数 回答
1点 4
2点 3
3点 7
4点 2
5点 0
1点 6
2点 3
3点 3
4点 4
5点 0

医療・介護ニーズを併せ持つ高齢者の把握数

多職種の研修などに主体的に参加する医療機関の従事者の
参加者数

項目 選択肢 回答
１．そう思う 6
２．ややそう思う 5
３．どちらともいえない 2
４．あまりそう思わない 2
５．まったくそう思わない 0

医療・介護関係の多職種が合同で参加するグループワー
クや事例検討など参加型の研修会を、開催又は開催支援
しているか？
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（７）認知症総合支援事業 
 
いずれの町村ともに認知症の疑いがある高齢者は増加していると認識しています。 
一方、認知症初期集中支援チームや域内外の医療機関の連携など体制は整っているも

のの、認知症が疑われる高齢者を把握し、認知症初期集中支援チームに繋げることや、具
体的な支援方法の検討等については十分取り組めていない状況にあります。 
多くの町村では、認知症に対する住民への理解促進に向けた普及活動はなんらか取り

組んでいるものの、その効果を高める必要性を認識しています。 
認知症カフェについては、「認知症カフェ」だけを目的とせず、住民が集まる他の類似

の取組と併せて、認知症カフェを実施するなど、臨機応変に対応している事例も多くな
っています。 
また、認知症カフェの運営の展開や、認知症地域支援推進員の活動の指針の検討を、広

域連合として取り組むことはできないか、といった意見も挙げられました。 
 
【実施状況】 

 
 
【自己評価】 

 
  

項目 選択肢 回答

１．既に体制は充実している 8

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 8

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 0

１．既に実施しており、内容や趣旨が十分理解されている 2

２．既に実施しているが、内容や趣旨が十分理解されていない（わからない） 11

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 0

１．既に体制は充実している 6

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 5

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 5

１．既に設置している 6

２．設置していないが、設置の必要性に向けて検討している 8

３．実施しておらず、設置の必要性の検討もしていない 2

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 3

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 2

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 6

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 5

認知症サポーター数は十分確保されているか、サポーターの
活動を支援できているか？

認知症が疑われる高齢者を把握し、認知症初期集中支援チー
ムに繋げる体制が十分整備されているか？

認知症の理解促進に関する住民への普及啓発活動を実施し、
内容や趣旨が十分理解されているか？

認知症初期集中支援チームは、認知症地域支援推進員に支援
事例について情報提供し、具体的な支援方法の検討を行う
等、定期的に情報連携する体制を構築しているか？

認知症カフェは設置しているか、認知症カフェの設置の必要
性を検討しているか？

関連成果指標 点数 回答
1点 1
2点 5
3点 7
4点 3
5点 0
1点 6
2点 1
3点 7
4点 1
5点 1

認知症が疑われる高齢者を把握し、医療機関等に繋いだ件
数

認知症カフェや認知症サポーター数
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（８）生活支援体制整備事業 
 
ほとんどの町村において、生活支援コーディネーターは社会福祉協議会や地域包括支

援センター、行政等の職員が兼任で配置されている状況であり、また、協議体も設置され
ているものの十分機能しておらず、体制としては充実しているとの認識は低くなってい
ます。こうしたことから、生活支援コーディネーターを中心とした地域における様々な
資源の情報集約化や、生活支援に寄与する様々な取組創出に係る支援まで至っていない
のが現状です。 
また、体制が不十分という理由に加えて、住民に対する意識啓発や活動創出に向けた

ノウハウが不足していることも課題として想定されます。 
地域における多様な通いの場の創出を課題に挙げている町村が多いが、生活支援体制

整備事業の優先順位はそれほど高くないのが現状です。 
 
【実施状況】 

 

  

項目 選択肢 回答

１．既に体制は充実している 4

２．体制が充実しておらず、体制整備に向けて準備・検討を進めている 5

３．体制は充実していないが、特に準備・検討を進めていない 7

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 6

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 6

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 6

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 0

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 8

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

１．参加しており、積極的に情報提供をしている 9

２．参加しているが、あまり積極的に情報提供していない 4

３．そもそも参加していない 3

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 7

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 4

１．既に体系的・網羅的に進めている 1

２．体系的・網羅的ではないが進めている 4

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 5

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 6

１．既に体系的・網羅的に進めている 3

２．体系的・網羅的ではないが進めている 8

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 3

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

総合事業の通いの場の創出等に向けて、生活支援コーディ
ネーターが積極的に関わっているか？

生活支援コーディネーターを専従で配置するなど、体制は充
実しているか？

生活支援コーディネーターを中心に地域におけるあらゆる居
場所や助け合い活動等の情報が網羅されているか？

協議体では、住民個別の課題把握や課題解決に向けた支援策
等を具体的に検討する場となっているか？

生活支援コーディネーターの活動を後方支援する体制は整備
されているか？

生活支援コーディネーターの活動により、地域の居場所づく
りや地域の助け合い、支えあう仕組みや取組を促進できてい
るか？

生活支援コーディネーターは地域ケア会議へ参加し、生活支
援に活用しうる地域資源や課題等について積極的に情報提供
しているか？
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【自己評価】 

 
 

（９）その他 
 
成年後見人制度の利用など権利擁護が必要な高齢者を把握し利用に繋げる取組につい

ては、体系的・網羅的ではないものの進めている町村がほとんどとなっています。 
また、社会保険労務士や、公共職業安定所、民間企業等と連携した介護離職防止に向け

た取組については、すべての町村が実施していません。 
業務効率化や生産性向上に向けた文書量の削減、ICT の導入による職員同士のコミュ

ニケーション促進等についてはほとんどの町村が実施していません。 
 

【実施状況】 

 
 
【自己評価】 

  

関連成果指標 点数 回答
1点 3
2点 4
3点 6
4点 2
5点 1
1点 7
2点 6
3点 3
4点 0
5点 0

地域における居場所や助け合い活動等の把握数

上記で把握した活動を「自立支援」や「介護予防」の観点
で意味づけし、ケアプラン等に活用した件数

項目 選択肢 回答

１．既に体系的・網羅的に進めている 2

２．体系的・網羅的ではないが進めている 11

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 2

１．既に実施しており、拡充に向けて準備・検討している 0

２．既に実施しているが、拡充の予定はない 0

３．実施しておらず、実施に向けて具体的な準備・検討を進めている 0

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 16

１．既に体系的・網羅的に進めている 0

２．体系的・網羅的ではないが進めている 2

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1

４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 13

１．既に体系的・網羅的に進めている 0

２．体系的・網羅的ではないが進めている 2

３．体系的・網羅的に進めるための準備・検討を進めている 1
４．実施しておらず、準備・検討も進めていない 13

文書量の削減に向けた取組を実施しているか？

ICTの導入などにより職員同士のコミュニケーション促進や報
告・連絡・相談等に係る事務作業削減に向けた取組を実施し
ているか？

社会保険労務士や、公共職業安定所、民間企業等と連携し、
介護離職防止に向けた取組（相談会や研修会等の開催）を実
施しているか？

成年後見人制度の利用など権利擁護が必要な高齢者を把握し
利用に繋げる取組を実施しているか？

関連成果指標 点数 回答
1点 6
2点 1
3点 8
4点 1
5点 0

業務効率化等による職員の労働時間の削減時間数
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２ 広域連合が中心となった新たな取組に対するニーズ 

（１）リハビリテーション職との連携促進による自立支援・重度化防止 
 
広域連合が関係町村及び域外のリハビリテーション専門職との連携体制を構築し、関

係町村のニーズに合わせてリハビリテーション専門職の派遣等、新たな事業創出を支援
する取組について、積極的に進めるべきか、については 9 町村が「そう思う」「ややそう
思う」としています。 
また、リハビリテーション職の派遣や連携を依頼したい内容については、「地域ケア会

議の参加」（9 町村）が特に多くなっています。 
 

 
 

 

 

【具体的内容】 

  
今後のリハ職との連携意向 

連携 
意向 外部リハ職との連携内容 

島牧村 〇 

 一歩倶楽部を通所 Cサービス（3～6か月の短期集中型サービス）のような位置
づけにすることも検討（上記に対応するため、リハ職の派遣頻度を増やしたい意
向はある）。 

 リハ職だけではなく、村にいない管理栄養士の派遣を希望。 
 現在は、村独自でリハ職の確保をしており今後も継続の考えではあるが、今後広
域連合からの派遣が可能となるのであれば、そちらの活用も検討できる。 

黒松内町 ×  ― 

回答

4
5
4
3
0

選択肢

１．そう思う
２．ややそう思う
３．どちらともいえない
４．あまりそう思わない
５．まったくそう思わない

選択肢 回答

１．訪問型サービスCまたは類似する事業の実施 3
２．通所型サービスCまたは類似する事業の実施 4
 3．通所介護等の利用者に対する個別機能訓練等の実施促進 6
４．地域ケア会議への参加 9
 5．ケアプラン作成に向けたアドバイス・相談支援 4
 6．住民の通いの場等への参加（地域リハビリテーション活動支援事業） 5
 7.   在宅医療・介護連携促進に向けた多職種による研修会等の参加促進 4
８.  その他（　　　　　　　　　　　　　） 0
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蘭越町 △ 
 在宅でのリハビリ体制の強化や、一般介護予防事業における住民の通いの場へ
のリハ職の参加、町内にはない通所リハに替わるサービスがあるとよい（倶知安
町に通っている住民もいる）。 

ニセコ町 〇 

 通所介護等の利用者に対する個別機能訓練等の実施、地域ケア会議、在宅医療・
介護連携促進に向けた多職種による研修等に、外部リハ職の関りが欲しい。 

 リハ職との連携範囲拡大、回数の増加を考えると、さらなる外部リハ職との連携
が必要。 

真狩村 × ― 

留寿都村 × 

 地域によって取組み方も様々であり、現状では単独で理学療法士を派遣しても
らっているためその兼ね合いも検討しなければならない。 

 また、保健業務においても別の病院から理学療法士を派遣してもらっているこ
とから、新たに事業を実施するにしても現状の理学療法士の派遣を活用するこ
とになるかと思われる。 

喜茂別町 〇 

 リハ職の関わりが必要な高齢者は潜在的にいると思われるが、現在の体制だと、
週 1 回（金曜日の午後）しかリハ職を活用できないため、支援が必要な時に助
言や指導してもらえる体制を希望する。 

 具体的には、訪問 C・通所 C、地域ケア会議の参加、通所介護利用者の個別機能
訓練などに幅広く関わってもらいたい。 

 遠隔システムを活用したリハ職の地域ケア会議参加や、専門職同士の利用者評
価などはぜひ検討してみたい。 

京極町 × 
 自立支援型地域ケア個別会議を広域連合で開催できないか、相談させてもらい
たい（個別会議の専門職の確保が難しいこと、業務量を勘案した時に優先順位が
低くなってしまうことなどにより、複数町村で専門職に依頼することで、効率的
に実施できるのではないかと考えた）。 

倶知安町 〇 
 ＨＡＲＰ後志支部を通じ地域のリハビリテーション職の紹介を受けたが、現在
担当している業務と並行して実施する中で、時間確保が難しいと感じた。広域連
合から紹介を受けられる体制があると相談しやすいと思う。 

共和町 〇 
 Ｃ型は事業化したい気持ちはある。町内にリハ職が 1 名いるが連携は難しいた
め、連携するとすれば岩内病院か HARP後志支部を通じてとなるか。 

 また、セルフケアの推進に向けてリハ職から助言をもらえるとありがたい。 

泊村 〇 

 居宅サービスを利用できないリハビリニーズのある利用者向けのサービス（通
所 Cなど）、住宅改修への助言、通所介護での個別訓練があると良い。 

 遠隔も含めて、地域ケア会議に参加してもらえるとありがたい。そこを入り口と
して、上記サービスの現場に入ってもらいたい。利用者アドバイスや地域課題の
掘り起こしには、外部の客観的な視点の必要性を実感している。 

神恵内村 × ― 

積丹町 △ 

 古平町の作業療法士は 1 人のため、今後何かあった時に対応できるスタッフの
いるところにお願いしたほうがいいのではと検討している。 

 チャットなどを活用し、外部リハ職への相談や写真を送って評価してもらえる
と良い。 

古平町 △ 

 訪問 C を実施しリハ職を通じて通いの場への参加を促進してもらうのが理想的
か。 

 東京の財団のモデル事業に協力する形で、健康運動指導士による通所 C の類似
事業を実施（あと 2年残っている）。 

 事業終了後、通所型サービスＣに移行する場合には、リハビリテーション専門職
の派遣を依頼したい（町内に依頼できるリハ職の人材が不足しているため）。 

仁木町 △  地域ケア会議にリハビリテーション職が構成員として入っていないため、参加
をお願いしたい。 

赤井川村 × 
 リハ職には、介護予防事業として講演など色々な形で参加をしてもらう予定。 
 通所介護への派遣は優先的に進めたいが、どう派遣していくか手法の検討が必
要。 
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（２）地域包括支援センターの役割分担や業務効率化等による機能強化の推進 
① 地域包括支援センター業務の役割分担 

 
広域連合を基幹型地域包括支援センターと位置づけ、関係町村をサブセンターやブラ

ンチに位置付けて、業務を役割分担する体制整備を積極的に進めるべきかについては、
「どちらともいえない」が 9 町村となっており、ヒアリングでは「具体的なイメージが
わかない」「町村によって地域資源の状況などが異なり難しいのではないか」といった意
見が多くあげられていました。 

 

 
 
町村名 意見 

島牧村 
関係町村数が多く、また広域連合創設から数年が経過し、包括支援センターの設置

状況も統一されていない。取組状況も町村によって差異があり、今後広域を基幹セン
ターとして位置付けることは困難では。 

黒松内町 本町における包括支援センター設置のあり方を含めて検討中で現状ではなんとも
言えない。 

蘭越町 地域包括支援センターの業務量が多くなってきている現状で、各町村だけでは困難
な場面が多々あると思う。 

ニセコ町 広域的で行うのがよい場合と、各町村で行うのが良い場合があるため。 

真狩村 センターやブランチ化した場合の大まかな業務の方向性がみえないので、回答のし
ようがない。 

留寿都村 

広域連合に基幹型を設置となると、職員の問題が発生する。広域連合としての包括
となれば、各町村が実施する事業から職員の育成、運営など監督指導する立場にもな
る。職員もある程度の経験者や人数が必要になるかと思われる。そのような人材を広
域連合に専門職を派遣できるのか、新たに広域連合職員として採用できるのか難しい
ところがある。 

喜茂別町 小規模自治体では専門職の長期的な確保及び、質の維持向上を単独で行うことが困
難なため。 

京極町 

【地域包括支援センター】 
・基幹型包括が実践的に機能していくのか疑問がある。 
・委託包括は町との連携も多く、さらに基幹型包括との連携調整が増えると実際業務
に支障がでてくる心配がある。 
【町】 
・介護保険料が統一されているのであれば、各町村のメニューの平準化を図り、各事
業を推進するための役割分担は進めてもよいと思う。 

回答

1
3
9
4
0

選択肢

１．そう思う
２．ややそう思う
３．どちらともいえない
４．あまりそう思わない
５．まったくそう思わない
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倶知安町  包括支援センターが担う業務量の増加と人材の確保が難しいため、共有可能な事業
は広域でと考えるが、そのための専門的な職員派遣に難しさを感じている。 

共和町 人材確保の面においては有効と思う。 

泊村 各町村で地域包括支援センターの体制も異なり、取組も様々であるため、サブセン
ターとして活動することは難しいと思う。 

神恵内村 広域連合加入町村が広範で地域差もあり、また、加入していない町村（岩内町等）
との連携が必要。 

積丹町 地域の実態に合わせたサービスの提供が必要なことから、業務を役割分担すること
でどのようなメリットがあるのか、イメージがわかない。 

古平町 後志広域連合の関係町村の範囲が広く、北後志や山麓地域等の各地域で地域課題等
が異なることや各町村で役割分担することが困難であると考えられるため。 

仁木町 広域連合の関係町村が多いため、基幹型となった場合のイメージがつかず、やって
みないとわからない部分が多い。 

赤井川村 
 これまで体制整備について、関係機関による協議の場において意見・要望がなかっ
たため。 

 役割分担の具体的な内容により回答も変わってくると考える。 
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② 外部の専門職に業務に係るアドバイス等を受けられる相談体制整備 
 
地域包括支援センターや事業所の専門職が、外部の専門職に業務に係るアドバイスや

指導、悩みなどを気軽に相談できる体制整備を積極的に進めるべきか、については「そう
思う」「ややそう思う」が 14 町村となっています。 
特に個別ケースの検討時への相談ニーズが高いことがうかがえました。 
 

 
 

町村名 意見 

島牧村 当村の包括は医療職を配置できていなため、医療面での支援は必要と感じている。 

黒松内町 人員体制が少ない中、知識が広く、気軽に相談できる場があると、より業務がスムー
ズに進められると考え。 

蘭越町 相談できる体制整備はありがたく思うが、どの程度の内容についての相談を想定して
いるのかわからなかったため、「どちらともいえない」とした。 

ニセコ町 人員確保が問題なければ、相談体制があるのは良い。 

真狩村 関係町村内の共通する課題を把握する意味でも、相談体制の一元化を進めて行ったほ
うが良いのではないか。 

留寿都村 
羊蹄山麓町村の場合、定期的な連絡会議があるため、その場や顔見知りにより相談を
しやすい環境になっている。ただ、積極的に会議などを持つとなると、日頃の業務や
会議ばかりが増えてしまうため参加に繋がらないような気がする。 

喜茂別町 
各町村及び事業所で専門職 1～2 名だと、相談しても視野が狭く話が広がらないこと
がよくある。そのため、多職種または専門職が複数いると多角的な話し合いを行うこ
とができるため。 

京極町 管理者としての役割でもあるが、職種が違うと十分にこたえられない内容もあるた
め、各専門職のアドバイスは欲しい 

倶知安町 困難事例に対応する際に、専門的なアドバイスがあると良いと思う。 

共和町  ― 

泊村 広域連合にそのような体制があれば、相談しやすく、各地域包括支援センターの活動
の充実が図られると思う。 

神恵内村 気軽に相談できる体制があると心強い。 

積丹町 包括を運営していく上での困り事などを解消するうえでは必要だと思う。 

古平町 困難事例において、専門職のアドバイスや指導が必要な場合もあるため。 

仁木町 専門職の経験年数が短いため、外部からの体制整備や支援をしてもらいたい 

赤井川村  ― 

 

回答

2
12
2
0
0

選択肢

１．そう思う
２．ややそう思う
３．どちらともいえない
４．あまりそう思わない
５．まったくそう思わない
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③ 広域連合による自立支援型ケアマネジメントの推進に向けた基本方針等の策定 
 
広域連合が、関係町村の地域課題などを踏まえ、自立支援型ケアマネジメントの推進

に向けた基本方針やマニュアルの作成等を積極的に進めるべきかについては、「そう思う」
「ややそう思う」が 13 町村となっています。 
前述のとおり、自立支援型ケアマネジメントが町村で十分実施できていない中で、広

域連合が一定の道筋をつけることへのニーズがうかがえました。 
 

 
 

町村名 意見 

島牧村 市町村が実施してもよいこととは思うが、実際には着手できてはおらず、広域連合
の支援があるとよいと感じる。 

黒松内町 町村によって資源等に差があるものの、広域連合を包括的に捉えたマニュアルがあ
ると業務を進めやすくなる可能性がある。 

蘭越町 基本方針やマニュアルがあれば、各町村との共通認識として考えられるため、各町
村と相談等もできるかと思い、「ややそう思う」とした。 

ニセコ町  － 
真狩村 広域内の最低限の統一性はサービスの平準化の為には必要と思う。 

留寿都村 
広域連合＝保険者となることから、ある程度、意思統一は必要かと考える。地域支

援事業等も各町村でできる範囲で各地域に合ったものを展開しているが、方針などに
ついてまとめてもらえるならその方が良いかと考える。 

喜茂別町 保険者として地域の統一感や規則性を求めるのか、各町村の独自性を重んじるのか
の方針を再確認する必要がある。 

京極町 
・自立支援・重症化防止に向けた評価指標や目標量を設定したうえでの基本方針やマ
ニュアルの作成に力を貸してほしいと思う。 

・取り組むための動機付けがないと、なかなか取り組みにはつながっていかない。 

倶知安町  基本方針やマニュアルがあるとイメージが掴みやすい。 

共和町 基本方針は示すべきと思う。マニュアルは個別性が高いので各町村で作成するとよ
いのではないか。 

泊村 広域連合としての基本方針やマニュアルが作成されることで、各地域での自立支援
型ケアマネジメントの推進の促進につながる。 

神恵内村 今年度の実施に向け具体的なマニュアル等があると進めやすい。 

積丹町 
広域連合が作成することで、関係町村が基本方針及びマニュアルを参考に取り組み

をすることができ、町村の課題共有等がしやすくなる。また、重症化の防止、給付費
の抑制に向けて足並み揃えて事業を進めるメリットがある。 

古平町 後志広域連合の関係町村において、統一した基本指針やマニュアルに基づいて、自
立支援型ケアマネジメントを推進することができると考えるため。 

仁木町 基本方針やマニュアルがあるとイメージが持ちやすく業務を進めやすい。 

赤井川村  － 

回答

2
11
3
0
0

１．そう思う
選択肢

２．ややそう思う
３．どちらともいえない
４．あまりそう思わない
５．まったくそう思わない
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（３）ICT の効果的活用による業務負担の軽減や円滑な業務の推進 
 
広域連合が、ICT の効果的活用により関係町村の職員等の業務負担の軽減や円滑な業

務の推進を積極的に進めるべきかについては、「どちらともいえない」が 12 町村となっ
ています。 

 

 
 

 
 

町村名 意見 

島牧村 認識不足もあるかと思うが、特に関係町村において ICTを活用したいとは現段階では
考えていない。 

黒松内町 ― 

蘭越町 ICT を効果的に活用できれば行いたいが、相手もいるため上手く活用できるかが課題
になると思い「どちらともいえない」とした。 

ニセコ町 ― 

真狩村 ICT の軽減化のメリットを簡単に出来る所から導入を進めて行かないと取り組みが進
みにくいのではないか。 

留寿都村 ICT 活用によって業務がどれだけ軽減されるのか見えてこないため、なんとも言い難
い。 

喜茂別町 ICT 化が効率的なのかまたは、効率化しなければならない業務は何なのかを明確にし
なければ、ICTの取り組みが必要かどうかを選択できない。 

京極町 
仮に広域連合を基幹型地域包括支援センターと位置づけ、関係町村をサブセンターや
ブランチとするなどし、業務の役割分担などを進めていく場合、ICT 活用が必要とな
ることがあると思う。 

回答

0
4

12
0
0

選択肢

３．どちらともいえない
４．あまりそう思わない
５．まったくそう思わない

２．ややそう思う
１．そう思う

選択肢 回答
 1．介護予防ケアプラン作成に係る事務作業軽減に向けたICT活用促進 2
 2．ペーパレス化の推進による事務作業軽減に向けたICT活用促進 1
 3．職員同士の円滑なコミュニケーション推進や報告・連絡・相談に係る事務作業軽
減に向けたICT活用促進

1

 4．他機関の多職種同士の円滑なコミュニケーション推進や報告・連絡・相談に係る
事務作業軽減に向けたICT活用促進

0

 5．AIによる自立支援型ケアプランの作成の導入促進 1
 6．介護ロボット等の導入促進 0
 7.  その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 3
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倶知安町 ＩＣＴを活用し、事務時間や移動時間を減らす工夫をするべきだと思う。 

共和町 
介護予防プラン作成に使用しているシステムが各町村違うので、難しいのではない
か。給付管理やモニタリングにかかる書類などデータでやりとりできるようになる
と、かなりペーパーレス化が進むと思う。 

泊村 ― 

神恵内村 日頃より研修等を開催してもらい、学習の場を設けてもらい感謝しています。ただ、
それを村内の事業に反映できない力量不足を痛感しています。 

積丹町 会議の開催（移動時間の削減になるため） 

古平町 選択肢にあるいずれの取組も活用したいとは考えていないため。 

仁木町 ICT 活用の前段として、町内にインターネット環境が整備されていないため難しいと
思われる。 

赤井川村 ― 
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第６章 計画推進に向けた方策 
 

第１節 基本的な方向性 

【方向性 1】 関係町村による地域支援事業の円滑・効果的な取組の推進 
 
地域包括ケアシステム構築の実現に向けて、国や道が示す基本的理念や方針を踏まえ

て、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活ができるように、必要なサ
ービス提供や各種施策を展開するのは関係町村です。 
一方、地域包括支援センターを中心とする関係町村の既存の体制だけでは、高齢者の

自立した日常生活を支えることは困難です。 
関係町村を対象とした地域支援事業の実施状況に係る調査結果を踏まえて、広域連合

として、下記の取組を推進することにより、地域支援事業の円滑・効果的な取組を推進し
ていきます。 

     
関係町村が実施する地域支援事業 

介護予防・日常生活支援総合事業 
〇 介護予防・生活支援サービス 
 ・訪問型サービス／通所型サービス／生活支援サービス／介護予防支援事業 
〇 一般介護予防事業 
包括的支援事業（地域包括支援センターの運営） 
包括的支援事業（社会保障充実分） 
〇 地域ケア会議の推進 
〇 在宅医療・介護連携の推進 
〇 認知症施策の推進（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等） 
〇 生活支援サービスの体制整備（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 
任意事業 
〇 介護給付費適正化事業 
〇 その他の事業（成年後見制度利用支援事業、福祉用具・住宅改修支援事業、 
         認知症サポーター等養成事業等） 

                    × 
【具体的な方策】 
1 地域包括ケアシステムの構築に向けたビジョンや戦略等の策定推進 
2 外部専門職や医療機関との連携体制の構築 
3 KDBの利用促進 
4 関係町村内の行政・専門職同士の連携・交流促進 
5 生産性向上の推進 
6 人材育成の推進 
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【方向性 2】 安定的な介護保険運営の推進 
 

人口減少等の要因により関係町村の財政が逼迫する中で、今後、いかに安定的に介護
保険運営を図っていくかが重要となっています。 
そのためには、1 に関連する高齢者の自立支援・重度化防止を推進し、要介護認定者を

増やさない、要介護度を悪化させない取組の充実を図ることが重要になります。 
また、関係町村においては、「高齢者の自立した日常生活を支えること」を基本としな

がら、「介護給付費を抑制すること」をより意識した取組を推進する必要があります。 
これらの考え方を基本としながら、広域連合としてこれまでと同様に要介護等認定の

適正化やケアマネジメントの適正化等を積極的に推進していきます。 
 

【具体的な方策】 
1 要介護等認定の適正化 
2 ケアマネジメントの適正化（ケアプラン点検・住宅改修等の点検） 
3 介護報酬請求の点検 
4 地域包括ケアシステム構築に関する情報発信 
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第２節 関係町村による地域支援事業の円滑・効果的な取組の推進 

１ 地域包括ケアシステムの構築に向けたビジョンや戦略等の策定推進 

（１）町村としてのビジョン・戦略策定の推進 
 
本計画で示した「地域包括ケアシステムの構築」に向けた基本的理念は、国が示した

「理想像」であり、関係町村においては、全国に先駆けて進展する人口減少・超高齢化の
状況や限られた医療・介護に関連する資源を踏まえて、地域包括ケアシステムの構築に
向けた町村としてのビジョンを明確化したうえで、資源を集中的に投下すべき事業の優
先順位づけを行うことが必要不可欠です。 
前述の調査結果から、ほとんどの関係町村ではこうした取組を実施できておらず、そ

の結果、地域包括支援センターにおいては地域支援事業等に係るほとんどの業務につい
て、「他の業務との兼ね合いで人員や時間が十分割けない」状況との意見が多くなってい
ます。 
今後は、専門職を含めて多様な町村の関係者から幅広く吸い上げ、客観的なデータと

併せて分析を行い、医療・介護に関連する関係者が実感・納得でき、共通理解が得られる
ビジョン・戦略を策定することで、行政・専門職がより主体的かつフレキシブルに業務推
進にあたることができると考えます。 

 
 【広域連合による取組】 
後述しますが、関係町村に対し、ビジョン・戦略策定に係る基礎データとなりうる KDB

データの利用を促進します。 
なお、本計画書の資料編として、関係町村ごとに KDB データと、アンケート・ヒアリ

ング結果を分析し、各町村において今後のビジョン・戦略策定検討のたたき台となる資
料を作成します。 
また、町村におけるビジョン・戦略策定の検討の場に広域連合として参加し、策定にお

けるアドバイスを実施するとともに、必要に応じて検討を円滑に進めるためのファシリ
テーターの紹介・派遣を行います。 
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（２）業務の優先順位の明確化 
 
関係町村において策定したビジョン・戦略を踏まえて、とりわけ地域支援事業を中心

に多様な業務を担う地域包括支援センターにおける業務の優先順位の明確化を推進しま
す。 

 
【広域連合における取組】 
多くの関係町村では、地域包括支援センターにおいて、介護予防ケアマネジメント業

務（介護予防ケアプラン作成）が大きな負担となっています。 
こうした課題を抱える関係町村に対しては、居宅介護支援事業所への委託を促進しま

す。現在、厚生労働省は 2021 年 4 月の介護報酬改定に向けて、地域包括支援センターが
居宅介護支援事業所に委託しやすい環境を作り出す観点から介護報酬上の対応について
も検討を進めています。 
こうした情報を踏まえつつ、町村に対し、委託先となりうる圏域内や周辺自治体（岩内

町、余市町等）の居宅介護支援事業所の確保に向けた情報収集・提供や町村と連携し、広
域連合として確保に向けた取組を支援します。 
また、優先順位の高い業務について、後述する「外部専門職との連携促進」「ICTの利

用促進による業務効率化の推進」などを通じて、円滑な取組を支援します。 
 

２ 外部専門職や医療機関との連携体制の構築 

（１）リハビリテーション専門職等の外部専門職との連携体制の構築 
 
多くの関係町村では、リハビリテーション専門職の確保が難しいこともあり、介護予

防・生活支援サービスのうちリハビリテーション職との連携を想定する訪問型・通所型
サービス C や、一般介護予防事業のうち地域リハビリテーション活動支援事業が実施で
きていなかったり、連携するリハビリテーション職の既存業務との兼ね合いから、より
多くの高齢者を対象とした継続的なアプローチが困難な状況です。 
また、通所介護事業所においては、リハビリテーション専門職も含めた機能訓練専門

員の確保が困難なこともあり、利用者の個別機能や生活機能を高める加算が活用されて
いないのが現状となっています。 
町村においては、今後、高齢者の自立支援・重度化防止に向けて「自立支援型」地域ケ

ア会議の運営や、自立支援型地域ケア会議等を契機とした自立支援型ケアプランの作成
を推進することが求められますが、こうした場面においてリハビリテーション専門職等
の評価やアドバイス、あるいは個別相談に対するニーズが高いことがうかがえました。 
また、保健事業と介護予防の一体的推進の観点、在宅医療・介護連携の観点からは、管

理栄養士、歯科衛生士、リハビリテーション職においては言語聴覚士等との連携が必要
となりますが、これらの職種も町村で確保することは困難な状況です。 
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【広域連合における取組】 
昨年度の厚生労働省の調査研究事業の結果から、道内のリハビリテーション専門職の

多くが地域の高齢者の介護予防に関わりたい意向が明らかとなっています。また HARP
において、リハビリテーション専門職が不足する自治体に会員のリハビリテーション専
門職を派遣する取組なども積極的に行われています。 

 
出典：令和元年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業「北海道のリハビリテー

ション職の専門性を生かした地域リハビリテーション及びヘルスケア関連の関連保険外サービスの創出
に向けた調査研究事業」報告書（㈱北海道二十一世紀総合研究所） 

 
前述した関係町村のニーズを踏まえ、HARP やリハビリテーション専門職の地域派遣

に前向きな道内の医療機関と連携体制を構築し、関係町村における外部リハビリテーシ
ョン専門職の活用ニーズに対し、医療機関等と連携・調整し、リハビリテーション職を派
遣する仕組みについて検討します。 
同じく管理栄養士等の多職種についても、北海道栄養士会などの職能団体等との連携

により、同様の仕組みについて検討します。 
また、令和 2 年度、厚労省の研究事業の一環として喜茂別町をフィールドとして済生

会小樽病院のリハビリテーション専門職と町の行政・専門職が連携した高齢者の自立支
援・介護予防に向けた実施成果の普及を図ります。 

 
（２）医療機関との連携体制の構築 

 
関係町村では、町村内の医療・介護機関と連携を図り、在宅医療・介護連携等の推進を

図っていますが、高齢者は町村外の医療機関に通院あるいは入院するケースも多く、町
村外の医療機関との連携体制の構築に課題を有している町村も多くなっています。 
とりわけ高齢者の入退院に係る情報を、町村や地域包括支援センターが早い段階で把

握し、介護サービスや地域支援事業など退院後の円滑な支援に繋げていくことが課題と
なっています。 
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【広域連合における取組】 
現在、岩宇地区（共和町、泊村、神恵内村）では、北海道岩内保健所の取組において、

岩内協会病院と関係町村の地域包括支援センターや介護事業所との入退院連携ツールを
活用しています。また、羊蹄地区の基幹病院である倶知安厚生病院においては、退院前カ
ンファレンス等を通じて、情報共有を進めています。 
北後志地区（積丹町、古平町、仁木町、赤井川村）においても余市協会病院との入退院

の情報共有のあり方について検討を進めています。 
こうした取組内容や課題について、関係町村や医療機関から適宜、情報収集しながら、

必要に応じて協議の場を設置するなど、入退院に係るさらなる情報共有の円滑化に向け
た取組を推進します。 
一方、札幌や小樽等の医療機関との入退院に係る情報共有が課題となっており、関係

町村の高齢者で入院患者が多い医療機関との情報共有のあり方について、各地域の保健
所との連携を図りながら検討を進めます。 

 
３ KDB の利用促進 

 
KDBは、国保連合会が保有する国保被保険者の健診・医療・介護の各種データを利活

用して、統計情報や個人の健康に関するデータを作成・提供し、保険者である地方自治体
や広域連合における各種計画策定・実施などを支援するためのデータベースです。 

KDBは地方自治体においては、データヘルス計画（保健事業計画）の策定時に国保の
担当者において活用されることが多く、関係町村においても介護分野の担当者はほとん
ど活用していないのが現状です。 
高齢者、とりわけ 75 歳以上の後期高齢者には、身体的な虚弱性や複数の慢性疾患、認

知機能や社会的な繋がりの低下といった多面的な課題を抱える、いわゆるフレイル状態
の方が一定程度おり、これまでの保健・医療における疾病予防・重症化予防における個別
対応のみならず、フレイル予防の観点からは社会参加の促進などを通じた介護予防の取
組と連動された取組を推進することが求められています。 
こうした「保健事業と介護予防の一体化」の推進に向けては、KDB 等を活用し、医療、

介護、保健等のデータを一体的に分析し、各分野における専門職がこうした情報を共有
しながら連携を強化することが必要となっています。 

 
【広域連合における取組】 
前述のビジョン・戦略策定や、保健事業と介護予防の一体化の推進等に向けて、介護分

野の専門職等を対象に KDBの利用を促進するため、先進事例の情報提供や活用方法等に
ついて学ぶ研修等を実施します。 
※再掲 
なお、本計画書の資料編として、関係町村ごとに KDB データと、アンケート・ヒアリ

ング結果を分析し、各町村において今後のビジョン・戦略策定検討のたたき台となる資
料を作成します。 
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４ 関係町村内の行政・専門職同士の連携・交流促進 
 

関係町村では地域特性に合わせて、それぞれ試行錯誤しながら様々な事業を展開し、
先進的な取組を実施している自治体もあります。また、町村単独では医療・介護に係る行
政・専門職は限られますが、広域連合単位（16 町村）でみると、様々な行政・専門職が
関わっていることになります。 

 
【広域連合における取組】 
関係町村向けの調査結果から、医療・介護関係の多職種が合同で参加するグループワ

ークや事例検討など参加型の研修会の開催、医療福祉に関する人材確保・育成・定着支援
のための研修やケアカフェの実施など、町村単独では解決が困難な課題について、広域
として検討することへのニーズが明らかになっています。 
このことから、広域連合として、各町村の行政・専門職同士が顔の見える関係を強化

し、気兼ねなくそれぞれの取組内容や課題解決方法を共有したり、地域課題を解決して
いくことが困難な課題について共同で検討する研修の機会などを提供します。 

 
 

５ 生産性向上の推進 
 

自治体や地域包括支援センター、介護事業所・施設において人材が限られている中で、
前述した業務の優先順位を明確化することに加えて、業務の生産性を向上させることが
不可欠です。 
生産性の向上に向けて、関係町村向けの調査において、ICTの効果的な活用により、職

員等の業務負担の軽減や円滑な業務の推進を積極的に進めるべきかについては、「どちら
ともいえない」がほとんどとなっています。 
その理由としては、職員の ITリテラシー不足、費用対効果が不明確などが課題として

想定されますが、都市部と比較して人材確保が困難な地方であるからこそ、ICT の活用を
含めた生産性向上の推進が不可欠であると考えます。 
新型コロナウィルス感染症の影響により、テレビ会議システムによる会議や打ち合わ

せ、セミナー等の研修、特に民間事業者ではオンラインによるフィットネスサービス等
の導入が進むなど、ICTを活用した遠隔による取組が推進されています。 
こうした状況を好機と捉えて、自治体や地域包括支援センター等においても、遠隔に

よる取組を推進し、業務の生産性向上に繋げることが重要です。 
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【広域連合における取組】 
厚生労働省では、平成 30 年度（令和元年度改訂）に「介護分野における生産性向上に

資するガイドライン」を策定し、e-ラーニングツールも提供しています。 
関係町村等に対し、本ガイドラインの活用を促進するとともに、専門家を招聘した研

修会等を開催します。 
また、前述の外部専門職との円滑な連携や、域内の関係町村内の行政・専門職同士の連

携を促進するための ICTの活用方法や導入について検討します。 
 
 

６ 人材育成の推進 

（１）地域包括支援センター職員の資質の向上 
 
高齢者が、住み慣れた地域で効果的な包括的ケアを受けられるようにするためには、

地域包括支援センターに配置された保健師、主任ケアマネジャー、社会福祉士等の専門
職が、その知識や技能をお互いに生かしながら、地域で高齢者の抱える様々な生活課題
を柔軟な手法を用いて解決していくことが必要であり、これらの人材の資質の向上が重
要となります。 

 
【広域連合における取組】 
地域包括支援センターの専門職等を対象に、以下の内容に関する研修機会の充実を図

ります。 
 地域包括ケアシステム構築に向けた目標設定方法等について 
 目標達成に向けた地域支援事業の各事業の連動性について 
 KDBの利用・活用方法について 
 自立支援型地域ケア会議の開催方法について 
 管内の医療・介護専門職による多職種連携について 
 生活支援体制整備の推進について 
 生産性向上に向けた ICTの利活用について 

 
研修については、当連合独自の開催に加えて、羊蹄地域ケアネットワーク研究会や後

志地域リハビリテーション広域支援センターとの連携を図り、これらの団体との共同企
画・運営等により開催するなど、円滑かつ効果的に取組を推進します。 
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（２）行政職員によるサポート力の強化 
 
地域包括支援センターのマンパワーは限られており、地域支援事業を円滑かつ効果的

に推進するためには、行政職員がリーダーシップを発揮しながら、各町村における地域
包括ケアシステムの構築に向けた目標や方向性の検討を進め、地域包括支援センターの
専門職をサポートすることが不可欠です。 

 
【広域連合における取組】 
地域包括支援センターの専門職以外の行政職員を対象に、地域支援事業の効果的実施

に向けた役割や専門職へのサポート方法等に係る研修機会の充実を図ります。 
 
 

（３）サービス提供事業者の充実・質の向上 
 
要介護度の維持や改善に向けては、事業者における人材確保などサービス提供体制整

備の推進や、サービス利用者の ADLや生活機能等の維持・改善に向けた取組を推進する
ことが不可欠です。 

 
【広域連合における取組】 
サービス提供事業者やケアマネジャーによる適切な介護保険サービスを確保するため、

国や道、関連団体の最新情報等の迅速な情報提供を図るとともに、不足するサービスを
洗い出し、圏域でのサービスの充足について検討します。 
事業者に対し、北海道が令和３年度から実施予定の人材育成等に取り組む介護事業者

の認証評価制度の周知および活用を促進し、事業者における職員の人材育成・確保、就労
環境などの改善に繋げます。 
利用者の自立支援・重度化防止を図るため、事業者に介護報酬各種加算等の情報を提

供し活用を促進し、利用者の満足度向上、介護度の改善等を図ります。また、こうした取
組を実施する事業者の情報について事業者間での共有を図ります。 
さらに、介護サービス事業者に対し、独立行政法人福祉医療機構が運営する福祉・保険

医療の総合情報サイト（ワムネット）による情報発信を促進します。 
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人材育成に取り組む介護事業者の認定評価制度について 
（平成 31 年 4 月１日厚生労働省社会・援護局福祉基盤課長通知） 

 
【概要】 
 職員の人材育成や就労環境等の改善につながる介護事業者の取組について、都道府県が

基準に基づく評価を行い、一定の水準を満たした事業者に対して認証を付与する制度。 
 本制度は、地域医療介護総合確保基金における介護従事者の確保に関する事業に位置づ

けられており、認証評価制度の運営に要する経費を支援。 
 
【期待される効果】 
介護事業者の人材育成や人材確保に向けた取組の「見える化」を図ることにより、 
① 働きやすい環境の整備を進め、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進 
② 介護職を志す方の参入や、介護職員の離職防止、定着を促進 
これにより、介護業界のイメージアップに繋がることを期待。 
 
【評価項目、認証基準の例】 

 評価項目例（一部抜粋） 認証基準例（一部抜粋） 
労働環境・処遇の
改善 

・明確な給与体系の導入 
・休暇取得、育児介護との両立支援 
・業務省力化への取組 

・給与支給基準、昇給基準等の策定、周知 
・有給計画的付与、産休育休中の代替職員確
保、ハラスメント対策 

・ICT 活用、介護ロボットやリフト等による
腰痛対策 

新規採用者の育成
体制 

・新規採用者育成計画の策定、研修の
実施 

・OJT指導者、エルダー等へ研修実施 

・新規採用者への育成手法、内容、目標が明
確な計画策定 

・OJT 指導者等の設置、職員への公表、研修
の実施 

キャリアパスと 
人材育成 

・キャリアパス制度の導入 
・資格取得に対する支援 

・キャリアパスの策定、非正規から正規職員
への登用ルール 

・職員の能力評価、小規模事業者の共同採用・
共同研修の実施 

・介護福祉士等資格取得のため、シフト調整、
休暇付与、費用援 

その他 ・事業所の運営方針の公表、周知 
・多様な人材の職場環境の構築 
・サービスの質の向上に向けた取組 

・事業所の理念や基本方針などサービス提供
への考え方の公表 

・障害を有する者や、外国人材等の働きやす
い職場環境構築 

・事故・トラブル対応のマニュアル化、第三
者評価の受審 
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第３節 安定的な介護保険運営の推進 

１ 要介護等認定の適正化 
 

要介護等認定のプロセス（認定調査・主治医の意見書・認定審査会）ごとに対策を講
じ、関係者の資質の向上・認識の統一を図ることにより、要介護等認定の平準化を進め、
要介護度の決定がより公平公正かつ適切に行われることが重要です。 

 
【広域連合における取組】 
認定調査は、関係町村の委託により実施をしており、引き続き同様の体制で実施する

こととします。 
また、認定調査及び認定審査会は、高齢者の介護保険制度利用の入口として公平公正

かつ適切な実施・運営が求められるため、認定調査委員や認定審査会委員を対象に各種
セミナーや研修会への参加促進を図るための情報提供を強化します。 

 
 

２ ケアマネジメントの適正化（ケアプラン点検・住宅改修等の点検） 
 
ケアマネジメントは、高齢者の自立支援と利用者主体のサービス利用を基本理念とし、

利用者等の状態を的確に把握し、個々の課題や状況に応じて、サービスが総合的・一体的
に提供されるよう支援されることが求められています。 

 
【広域連合における取組】 
ケアマネジャーに対して適正な指導を行うため、「自立支援・重度化防止」「介護給付費

の適正化」の観点から、ケアプランの内容をチェック・評価を行い、不適切なプランに対
して指導・助言を行うとともに、ケアマネジメントの適正化に向けて関係町村のケアマ
ネジャーを対象とした研修を実施します。 
住宅改修・福祉用具等の点検については、抽出による訪問調査を実施し、必要に応じて

リハビリテーション専門職との連携を図りながら、改修状況や物品を確認することによ
り、適正な給付が行われるように努めます。 

 
 

３ 介護報酬請求の点検 
 
医療機関に入院中では受けることのできない介護サービスを受けていないか、医療と

介護で同様のサービスを受けていないか等をチェックする縦覧点検・医療情報の突合に
ついては、引き続き、国民健康保険連合会への委託により実施します。 
介護給付費通知については、利用者や事業者に対して適切なサービス利用の促進や不

正請求等の防止に向けて、実施しています。 
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４ 地域包括ケアシステム構築に関する情報発信 
 
地域包括ケアシステムの構築に向けては、地域包括支援センターや生活支援・介護予

防サービス事業所の所在地及び事業内容、サービス内容等について、地域で共有される
資源の情報として広く発信することが重要です。 
そのため、厚生労働省が運用する介護サービス情報公表システムを活用し、積極的な

情報発信に努めるほか、広域連合の介護保険に係るガイドブックにおいてこうした情報
を反映させます。 
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第７章 計画の進行管理体制 
 

第１節 計画の進行管理 

これまで、広域連合においては、計画書に記載されたサービス見込量や給付費の推移
及び計画書記載の目指すべき方向についての具体的な課題等の検証及び計画の進行管理
を行う検証委員会を設置し、サービス見込量の実績及び給付費の推移を検証しながら課
題を抽出し、その解決策を検討してきました。 
第 8 期計画においても、引き続き、検証委員会において計画の進行管理を行います。 
 

第２節 広域連合の体制充実 

広域連合の給付費は、高齢者数の減少とともに減少していくことが推測されます。 
しかし、介護区分や一人当たりの給付費が変わらない限り、介護保険料の軽減や安定し

た介護保険財政には寄与しないことから、今後も引き続き地域での介護予防に重点を置い
た取組や、介護給付の適正化を図る必要があります。 
また、広域連合は、関係町村の数が 16町村と多く面積も広い範囲となっており、小規模

町村も多いことから、それぞれの地域を取り巻く状況にも違いがあります。そのため、地
域支援事業の取組においても実施内容にばらつきが見られ、介護予防の取組不足が、給付
費を増加させる一因となっていることもあり、取組内容の全体の底上げを図り、平準化し
ていく必要があります。 
こうした課題解決のために、広域連合として適正化、平準化の取組を行うとともに、こ

れまで以上に町村への支援が重要と考え、関係町村の取組等についての情報の収集・提供・
共有や、地域包括支援センター職員等の意見交換、研修などの場を企画・運営を強化する
とともに、前述のとおり、域内外の医療専門職との連携体制を構築し、町村における地域
包括ケアシステム構築に向けた円滑な事業推進の支援方法について検討していきます。 

 
 

第３節 関係町村と広域連合の連携 

計画を進行するうえで、関係町村との連携は必要不可欠です。関係町村と広域連合が
互いに補い合いながら事務を進めることが求められます。 
検証委員会や担当課長会議など関係町村との意見交換を行う場を設けるとともに、関

係町村が主体的に対応すべき課題等について、広域連合としても支援ができる体制を整
備することとします。 
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